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公　　　　　　　　告

石川県訓令第11号の公表公告
　石川県公告式条例（昭和25年石川県条例第32号）第４条第２項において準用する同条例第２条第２項ただし書の規
定により、次のとおり県庁前の掲示場及び総務部人事課の執務室前に掲示して公表した。
　　令和７年４月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

石川県訓令第11号
 庁　　　中　　　一　　　般　
 出　　　先　　　機　　　関　
　石川県職員旅費取扱規程（昭和29年石川県訓令甲第144号）の一部を次のように改正する。
　　令和７年３月31日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
　第１条中「 条 例」 と い う 。）」の下に「 及 び 石 川 県 職 員 等 の 旅 費 に 関 す る 規 則（ 昭 和 三 十 年 石 川 県 人 事 委 員

会 規 則 第 二 号 。 以 下「 人 事 委 員 会 規 則」 と い う 。）」を加え、「 外」を「 ほ か」に改める。
　第２条を次のように改める。
（ 条 例 の 適 用 方 法）

第  二 条 　 条 例 第 二 条 第 九 号 に 規 定 す る 行 政 職 給 料 表 に よ る 職 務 の 級 に 相 当 す る 職 務 の 級 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ

る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 職 務 の 級 と す る 。

　 一  　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例（ 昭 和 三 十 二 年 石 川 県 条 例 第 三 十 号） 第 三 条 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す

る 行 政 職 給 料 表 以 外 の 同 項 各 号 に 規 定 す る 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 及 び 石 川 県 技 能 労 務 職 員 の 給 与 に

関 す る 規 則（ 昭 和 三 十 五 年 石 川 県 規 則 第 五 十 九 号） 第 三 条 第 一 項 に 規 定 す る 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員

　 別 表 第 一 及 び 別 表 第 二 に 定 め る 職 務 の 級

　 二  　 一 般 職 の 任 期 付 研 究 員 及 び 任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 条 例（ 平 成 十 七 年 石 川 県 条 例 第 九 号 。 以 下

「 任 期 付 職 員 条 例」 と い う 。） 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 任 期 を 定 め て 採 用 さ れ た 職 員 　 別 表 第 三 に 定 め

る 職 務 の 級

　 三  　 任 期 付 職 員 条 例 第 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 任 期 を 定 め て 採 用 さ れ た 職 員 　 職 務 の 内 容 及 び 行 政 職 給 料

表 の 適 用 を 受 け る 職 員 と の 権 衡 を 考 慮 し て 、 知 事 が 相 当 と 認 め る 職 務 の 級

　 四  　 石 川 県 会 計 年 度 任 用 職 員 の 報 酬 等 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 （ 令 和 元 年 石 川 県 条 例 第 十 三 号） の 適 用

を 受 け る 職 員（ 次 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。）　 石 川 県 会 計 年 度 任 用 職 員 の 報 酬 等 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例

の 施 行 規 則（ 令 和 二 年 石 川 県 人 事 委 員 会 規 則 第 二 号） 第 八 条 第 一 項 又 は 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 知

事 が 決 定 し た 職 務 の 級（ 当 該 職 務 の 級 が 行 政 職 給 料 表 以 外 の 給 料 表 に よ る 職 務 の 級 で あ る 場 合 は 、 当 該

職 務 の 級 に よ る 別 表 第 一 に 定 め る 職 務 の 級）

目　　　　　　　　　　　次
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　 五  　 会 計 年 度 任 用 職 員 と し て 任 用 さ れ る 技 能 労 務 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 則（ 令 和 二 年 石 川 県 規 則 第 十 四 号）

の 適 用 を 受 け る 職 員 　 会 計 年 度 任 用 職 員 と し て 任 用 さ れ る 技 能 労 務 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 則 第 三 条 及 び

第 五 条 に 規 定 す る 知 事 が 別 に 定 め る 額 に お け る 職 務 の 級 に よ る 別 表 第 一 に 定 め る 職 務 の 級

　第３条中「 規 定 す る 者」を「 規 定 す る 職 員」に、「 条 例 の 規 定 の 適 用 に つ い て」を「 行 政 職 給 料 表 に 相 当 す

る 職 務 の 級」に、「 定 め る」を「 相 当 と 認 め る 職 務 の 級 と す る」に改める。
　第４条の見出し中「 ま た は」を「 又 は」に改め、同条中「 第 六 条 及 び 第 七 条」を「 第 八 条」に改める。
　第５条から第８条までを次のように改める。
（ 在 勤 庁 の 移 転 に 伴 う 旅 行）

第  五 条 　 職 員 が 在 勤 庁 の 移 転 に 伴 い 旅 行 を す る 必 要 が あ る 場 合 に は 、 当 該 旅 行 を 赴 任 と み な す こ と が で き る

も の と す る 。

（ 最 も 経 済 的 な 通 常 の 経 路 及 び 方 法）

第  六 条 　 条 例 第 六 条 の 最 も 経 済 的 な 通 常 の 経 路 及 び 方 法 は 、 通 常 の 経 路（ 鉄 道 、 船 舶 、 航 空 機 等 の 交 通 手 段

の う ち 一 般 に 利 用 さ れ て い る 経 路 を い う 。） 及 び 方 法 の う ち 、 一 の 旅 行 区 間 に お け る 最 も 安 価 な も の に 限 ら

ず 、 旅 行 に お け る 公 務 の 内 容 及 び 日 程 、 当 該 旅 行 に 係 る 旅 費 の 総 額 、 旅 行 者 の 移 動 に 係 る 時 間 等 を 踏 ま え

て 旅 行 命 令 権 者 が 適 当 と 判 断 し た も の と す る 。

（ 鉄 道 賃）

第  七 条 　 条 例 第 九 条 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 運 賃 に は 、 鉄 道 事 業 法 施 行 規 則（ 昭 和 六 十 二 年 運 輸 省 令 第 六 号）

第 三 十 四 条 第 一 項 第 四 号 に 掲 げ る 料 金 を 含 む も の と す る 。

（ 航 空 賃）

第  八 条 　 条 例 第 十 一 条 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 運 賃 に は 、 次 に 掲 げ る 費 用 を 含 む も の と す る 。

　 一  　 航 空 法（ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 二 百 三 十 一 号） 第 百 五 条 又 は 第 百 二 十 九 条 の 二 の 規 定 に 基 づ い て 、 本 邦

航 空 運 送 事 業 者 及 び 外 国 人 国 際 航 空 運 送 事 業 者 が そ れ ぞ れ 国 土 交 通 大 臣 の 認 可 又 は 同 大 臣 へ の 届 出 に よ

り 定 め る 料 金 の う ち 、 航 空 保 険 特 別 料 金 及 び こ れ に 類 す る も の

　 二  　 旅 客 取 扱 施 設 利 用 料（ 空 港 法（ 昭 和 三 十 一 年 法 律 第 八 十 号） 第 十 六 条 第 三 項（ 同 法 附 則 第 五 条 第 一 項

及 び 関 西 国 際 空 港 及 び 大 阪 国 際 空 港 の 一 体 的 か つ 効 率 的 な 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 法 律（ 平 成 二 十 三 年 法

律 第 五 十 四 号） 第 三 十 二 条 第 二 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ り 空 港 法 第 十 五 条 第 三 項 に

規 定 す る 指 定 空 港 機 能 施 設 事 業 者 等 が 国 土 交 通 大 臣 に 届 け 出 て 徴 収 す る も の を い う 。） 及 び 旅 客 保 安 サ ー

ビ ス 料（ 指 定 空 港 機 能 施 設 事 業 者 、 成 田 国 際 空 港 株 式 会 社 、 中 部 国 際 空 港 株 式 会 社 、 関 西 エ ア ポ ー ト 株

式 会 社 等 が 徴 収 す る も の を い う 。） 並 び に こ れ ら に 類 す る も の

　 三 　 地 方 公 共 団 体 が 管 理 す る 空 港 に お け る 前 号 に 相 当 す る 費 用

　 四 　 外 国 に お け る 第 一 号 及 び 第 二 号 に 相 当 す る 費 用

２  　 条 例 第 十 一 条 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 運 賃 の 額 の 上 限 に つ い て 、 合 理 的 に 見 積 も つ た 当 該 運 賃 と 比 較 し

て 、 そ の 上 位 の 級 の 運 賃 に よ る こ と が 旅 行 に 係 る 旅 費 の 総 額 を 勘 案 し 経 済 的 と 認 め ら れ る 場 合 で あ つ て 、

旅 行 命 令 権 者 が 適 当 と 認 め る と き は 、 当 該 上 位 の 級 の 運 賃 を 支 給 す る こ と が で き る も の と す る 。

３  　 赴 任 の 際 、 条 例 第 十 一 条 第 一 項 第 三 号 に 掲 げ る 費 用 と し て 超 過 手 荷 物 に 係 る 料 金 を 支 給 す る 場 合 に は 、

当 該 超 過 手 荷 物 に つ い て 、 次 に 掲 げ る 個 数 、 重 量 及 び 大 き さ を 上 限 と す る 。

　 一 　 個 数 　 五 個（ 無 料 手 荷 物 許 容 量 を 含 む 。）

　 二 　 重 量 　 一 個 当 た り 三 十 二 キ ロ グ ラ ム

　 三 　 大 き さ 　 無 料 手 荷 物 許 容 量 と し て 定 め ら れ た 大 き さ

　第９条の前の見出しを削り、同条を次のように改める。
（ そ の 他 の 交 通 費）

第  九 条 　 人 事 委 員 会 規 則 第 十 七 条 の 費 用 は 、 私 有 車 に よ る 路 程 一 キ ロ メ ー ト ル に つ き 二 十 八 円 と し て 計 算 し

た も の と す る 。

２ 　 前 項 の 費 用 は 、 全 路 程 を 通 算 し て 計 算 す る 。

３ 　 前 項 の 規 定 に よ り 通 算 し た 路 程 に 一 キ ロ メ ー ト ル 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て る 。

　第10条中各号列記以外の部分を次のように改める。

　  　 次 に 掲 げ る 場 合 に は 、 条 例 第 二 十 四 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 、 職 務 相 当 の 鉄 道 賃 、 船 賃 、 航 空 賃 又 は そ の

他 の 交 通 費 に よ ら な い こ と が で き る 。
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　 五  　 会 計 年 度 任 用 職 員 と し て 任 用 さ れ る 技 能 労 務 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 則（ 令 和 二 年 石 川 県 規 則 第 十 四 号）

の 適 用 を 受 け る 職 員 　 会 計 年 度 任 用 職 員 と し て 任 用 さ れ る 技 能 労 務 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 則 第 三 条 及 び

第 五 条 に 規 定 す る 知 事 が 別 に 定 め る 額 に お け る 職 務 の 級 に よ る 別 表 第 一 に 定 め る 職 務 の 級

　第３条中「 規 定 す る 者」を「 規 定 す る 職 員」に、「 条 例 の 規 定 の 適 用 に つ い て」を「 行 政 職 給 料 表 に 相 当 す

る 職 務 の 級」に、「 定 め る」を「 相 当 と 認 め る 職 務 の 級 と す る」に改める。
　第４条の見出し中「 ま た は」を「 又 は」に改め、同条中「 第 六 条 及 び 第 七 条」を「 第 八 条」に改める。
　第５条から第８条までを次のように改める。
（ 在 勤 庁 の 移 転 に 伴 う 旅 行）

第  五 条 　 職 員 が 在 勤 庁 の 移 転 に 伴 い 旅 行 を す る 必 要 が あ る 場 合 に は 、 当 該 旅 行 を 赴 任 と み な す こ と が で き る

も の と す る 。

（ 最 も 経 済 的 な 通 常 の 経 路 及 び 方 法）

第  六 条 　 条 例 第 六 条 の 最 も 経 済 的 な 通 常 の 経 路 及 び 方 法 は 、 通 常 の 経 路（ 鉄 道 、 船 舶 、 航 空 機 等 の 交 通 手 段

の う ち 一 般 に 利 用 さ れ て い る 経 路 を い う 。） 及 び 方 法 の う ち 、 一 の 旅 行 区 間 に お け る 最 も 安 価 な も の に 限 ら

ず 、 旅 行 に お け る 公 務 の 内 容 及 び 日 程 、 当 該 旅 行 に 係 る 旅 費 の 総 額 、 旅 行 者 の 移 動 に 係 る 時 間 等 を 踏 ま え

て 旅 行 命 令 権 者 が 適 当 と 判 断 し た も の と す る 。

（ 鉄 道 賃）

第  七 条 　 条 例 第 九 条 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 運 賃 に は 、 鉄 道 事 業 法 施 行 規 則（ 昭 和 六 十 二 年 運 輸 省 令 第 六 号）

第 三 十 四 条 第 一 項 第 四 号 に 掲 げ る 料 金 を 含 む も の と す る 。

（ 航 空 賃）

第  八 条 　 条 例 第 十 一 条 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 運 賃 に は 、 次 に 掲 げ る 費 用 を 含 む も の と す る 。

　 一  　 航 空 法（ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 二 百 三 十 一 号） 第 百 五 条 又 は 第 百 二 十 九 条 の 二 の 規 定 に 基 づ い て 、 本 邦

航 空 運 送 事 業 者 及 び 外 国 人 国 際 航 空 運 送 事 業 者 が そ れ ぞ れ 国 土 交 通 大 臣 の 認 可 又 は 同 大 臣 へ の 届 出 に よ

り 定 め る 料 金 の う ち 、 航 空 保 険 特 別 料 金 及 び こ れ に 類 す る も の

　 二  　 旅 客 取 扱 施 設 利 用 料（ 空 港 法（ 昭 和 三 十 一 年 法 律 第 八 十 号） 第 十 六 条 第 三 項（ 同 法 附 則 第 五 条 第 一 項

及 び 関 西 国 際 空 港 及 び 大 阪 国 際 空 港 の 一 体 的 か つ 効 率 的 な 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 法 律（ 平 成 二 十 三 年 法

律 第 五 十 四 号） 第 三 十 二 条 第 二 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ り 空 港 法 第 十 五 条 第 三 項 に

規 定 す る 指 定 空 港 機 能 施 設 事 業 者 等 が 国 土 交 通 大 臣 に 届 け 出 て 徴 収 す る も の を い う 。） 及 び 旅 客 保 安 サ ー

ビ ス 料（ 指 定 空 港 機 能 施 設 事 業 者 、 成 田 国 際 空 港 株 式 会 社 、 中 部 国 際 空 港 株 式 会 社 、 関 西 エ ア ポ ー ト 株

式 会 社 等 が 徴 収 す る も の を い う 。） 並 び に こ れ ら に 類 す る も の

　 三 　 地 方 公 共 団 体 が 管 理 す る 空 港 に お け る 前 号 に 相 当 す る 費 用

　 四 　 外 国 に お け る 第 一 号 及 び 第 二 号 に 相 当 す る 費 用

２  　 条 例 第 十 一 条 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 運 賃 の 額 の 上 限 に つ い て 、 合 理 的 に 見 積 も つ た 当 該 運 賃 と 比 較 し

て 、 そ の 上 位 の 級 の 運 賃 に よ る こ と が 旅 行 に 係 る 旅 費 の 総 額 を 勘 案 し 経 済 的 と 認 め ら れ る 場 合 で あ つ て 、

旅 行 命 令 権 者 が 適 当 と 認 め る と き は 、 当 該 上 位 の 級 の 運 賃 を 支 給 す る こ と が で き る も の と す る 。

３  　 赴 任 の 際 、 条 例 第 十 一 条 第 一 項 第 三 号 に 掲 げ る 費 用 と し て 超 過 手 荷 物 に 係 る 料 金 を 支 給 す る 場 合 に は 、

当 該 超 過 手 荷 物 に つ い て 、 次 に 掲 げ る 個 数 、 重 量 及 び 大 き さ を 上 限 と す る 。

　 一 　 個 数 　 五 個（ 無 料 手 荷 物 許 容 量 を 含 む 。）

　 二 　 重 量 　 一 個 当 た り 三 十 二 キ ロ グ ラ ム

　 三 　 大 き さ 　 無 料 手 荷 物 許 容 量 と し て 定 め ら れ た 大 き さ

　第９条の前の見出しを削り、同条を次のように改める。
（ そ の 他 の 交 通 費）

第  九 条 　 人 事 委 員 会 規 則 第 十 七 条 の 費 用 は 、 私 有 車 に よ る 路 程 一 キ ロ メ ー ト ル に つ き 二 十 八 円 と し て 計 算 し

た も の と す る 。

２ 　 前 項 の 費 用 は 、 全 路 程 を 通 算 し て 計 算 す る 。

３ 　 前 項 の 規 定 に よ り 通 算 し た 路 程 に 一 キ ロ メ ー ト ル 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て る 。

　第10条中各号列記以外の部分を次のように改める。

　  　 次 に 掲 げ る 場 合 に は 、 条 例 第 二 十 四 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 、 職 務 相 当 の 鉄 道 賃 、 船 賃 、 航 空 賃 又 は そ の

他 の 交 通 費 に よ ら な い こ と が で き る 。
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　第10条第１号中「 の 車」を「 の 車 両」に、「 と う 乗」を「 搭 乗」に改め、同条第２号中「 重 症 患 者 移 送」を
「 重 症 患 者 の 移 送」に、「 の 車」を「 の 車 両」に改め、同条中第３号を削り、第４号を第３号とし、同条を第
17条とし、第９条の次に次の７条を加える。
（ 宿 泊 費 基 準 額）

第  十 条 　 条 例 第 十 三 条 の 知 事 が 定 め る 額 は 、 知 事 に あ つ て は 国 家 公 務 員 等 の 旅 費 支 給 規 程（ 昭 和 二 十 五 年 大

蔵 省 令 第 四 十 五 号） 別 表 第 二 に 規 定 す る 内 閣 総 理 大 臣 等 の 宿 泊 費 基 準 額 の 例 に よ り 算 定 し た 額 と 、 副 知 事

に あ つ て は 同 表 に 規 定 す る 指 定 職 職 員 等 の 宿 泊 費 基 準 額 の 例 に よ り 算 定 し た 額 と す る 。

（ 家 族 移 転 費）

第  十 一 条 　 条 例 第 十 八 条 第 一 項 の 家 族 移 転 費 の 支 給 に 係 る 家 族 の う ち 、 小 児 運 賃 等（ 小 児 に 適 用 さ れ る 運 賃

そ の 他 の 交 通 費 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） が 適 用 さ れ る 者 が あ る 場 合 は 、 当 該 家 族 に 係 る 家 族 移

転 費 の 額 は 、 当 該 小 児 運 賃 等 に よ り 算 定 す る も の と す る 。 た だ し 、 や む を 得 な い 事 情 に よ り 小 児 運 賃 等 に

よ り 旅 行 す る こ と が で き な か つ た と き は 、 こ の 限 り で な い 。

２  　 条 例 第 十 八 条 第 一 項 の 家 族 移 転 費 の う ち 、 子 に 係 る 航 空 賃 に 相 当 す る 額 を 算 定 す る 場 合 に お け る 第 八 条

第 三 項 第 一 号 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 号 中「 五 個」 と あ る の は 、「 三 個」 と す る 。

（ 死 亡 手 当）

第  十 二 条 　 遺 族 が 条 例 第 二 十 条 の 死 亡 手 当 の 支 給 を 受 け る 順 位 は 、 人 事 委 員 会 規 則 第 二 十 六 条 第 二 項 に 規 定

す る 順 位 に 準 じ て 決 定 す る も の と す る 。

（ 航 海 日 当 及 び 船 員 食 卓 料）

第  十 三 条 　 人 事 委 員 会 規 則 第 二 十 四 条 に 規 定 す る 航 海 日 当 及 び 船 員 食 卓 料 の 支 給 を 受 け る 者 の 範 囲 、 額 、 支

給 条 件 及 び 支 給 方 法 は 、 別 表 第 四 の と お り と す る 。

２  　 航 海 日 当 及 び 船 員 食 卓 料 は 、 半 月 又 は 一 月 ご と に 集 計 し て 翌 月 に 支 給 す る 。 た だ し 、 特 に 必 要 が あ る と

認 め る と き は 、 六 日 を 下 ら な い 範 囲 内 の 期 間 ご と に 集 計 し 、 そ の 集 計 し た 日 か ら 一 月 以 内 に 支 給 す る も の

と す る 。

（ 採 用 さ れ た 職 員 が 赴 任 し た 場 合 の 旅 費）

第  十 四 条 　 採 用 さ れ た 職 員 が 赴 任 し た 場 合 に お い て 、 そ の 者 が 国 若 し く は 他 の 都 道 府 県 の 職 員 よ り 引 き 続 い

て 職 員 と な つ た 場 合（ 国 又 は 他 の 都 道 府 県 及 び 県 の 業 務 の 必 要 上 、 両 者 の 相 互 了 解 の も と に 行 わ れ る 計 画

的 な 人 事 交 流 に よ る も の に 限 る 。） 、 地 方 公 務 員 法（ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号） 第 二 十 二 条 の 四 第

一 項 若 し く は 第 二 十 二 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 で あ る 場 合 又 は 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改

正 す る 法 律（ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項（ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則 第 九

条 第 二 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。） 、 第 五 条 第 一 項 若 し く は 第 三 項 、 第 六 条 第 一 項 若

し く は 第 二 項（ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則 第 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。） 若 し

く は 第 七 条 第 一 項 若 し く は 第 三 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 で あ る 場 合 を 除 く ほ か 、 条 例 第 三 条 第 一 項

の 規 定 に か か わ ら ず 、 そ の 赴 任 に 伴 う 旅 費 は 、 支 給 し な い 。 た だ し 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 特 別 の 事 情 が あ る

場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。

　 一 　 国 及 び 他 の 都 道 府 県 の 職 員 以 外 の 者 を 、 県 又 は そ の 機 関 の 依 頼 又 は 要 求 に よ り 採 用 し た 場 合

　 二 　 そ の 他 知 事 が 特 に 必 要 と 認 め た 場 合

（ 遺 族 等 の 旅 費）

第  十 五 条 　 人 事 委 員 会 規 則 第 二 十 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 死 亡 地 に は 、 死 亡 し た 地 の ほ か 、 遺 体 の あ る 地 を 含

む も の と す る 。

（ 旅 費 の 調 整）

第  十 六 条 　 条 例 第 二 十 四 条 第 二 項 の 基 準 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。

　 一  　 職 員 の 職 務 の 級（ 知 事 及 び 副 知 事 に あ つ て は 、 そ の 職） が 遡 つ て 変 更 さ れ た 場 合 は 、 当 該 職 員 が 既 に

行 つ た 旅 行 に 係 る 旅 費 額 の 増 減 を 行 わ な い も の で あ る こ と 。

　 二  　 旅 行 者 が 、 公 用 の 宿 泊 施 設 、 食 堂 施 設 等 を 無 料 で 利 用 し た こ と に よ り 、 人 事 委 員 会 規 則 第 十 九 条 第 一

項 に 規 定 す る 宿 泊 手 当 の 定 額 を 支 給 す る こ と が 適 当 で な い と 認 め ら れ る 場 合 は 、 当 該 額 の 全 部 又 は 一 部

を 支 給 し な い も の で あ る こ と 。

　別表を次のように改める。
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別表第１（第２条関係）
　行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

研究職給料表
医療職給料表
（一）

医療職給料表
（二）

医療職給料表
（三）

技能労務職
給料表

９級 ５級の５号給以上 ４級
８級 ５級の４号給以下 ３級の５号給以上
７級 ３級の４号給以下 ７級 ７級
６級 ４級

３級の13号給以上
２級の13号給以上 ６級 ６級

５級 ３級の５号給から
12号給まで

２級の９号給から
12号給まで

５級 ５級

４級 ３級の４号給以下 ２級の８号給以下
１級の25号給以上

５級

３級 ２級の25号給以上 １級の13号給から
24号給まで

４級
３級の５号給以上

４級
３級の５号給以上

４級

２級 ２級の９号給から
24号給まで
１級の45号給以上

１級の12号給以下 ３級の４号給以下
２級の９号給以上

３級の４号給以下
２級の29号給以上

３級

１級 ２級の８号給以下
１級の44号給以下

 ２級の８号給以下
１級

２級の28号給以下
１級

２級
１級

　別表第１の次に次の３表を加える。
別表第２（第２条関係）
　 地方公務員法第22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員又は地方公務員法の一部を改正
する法律附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

研究職給料表
医療職給料表
（一）

医療職給料表
（二）

医療職給料表
（三）

技能労務職
給料表

９級 ４級
８級 ５級
７級 ３級 ７級 ７級
６級 ４級 ６級 ６級
５級 ３級 ５級 ５級
４級 ２級 ５級
３級 ２級 １級 ４級

３級
４級
３級

４級

２級 １級 ２級 ２級 ３級
１級 １級 １級 ２級

１級

別表第３（第２条関係）
　 任期付職員条例第３条第１項の規定により任期を定めて採用された職員の行政職給料表
の各級に相当する職務の級

行政職給料表
任期付職員条例
第３条第１項第１号

任期付職員条例
第３条第１項第２号

９級 ６級
８級 ５級
７級 ４級
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別表第１（第２条関係）
　行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

研究職給料表
医療職給料表
（一）

医療職給料表
（二）

医療職給料表
（三）

技能労務職
給料表

９級 ５級の５号給以上 ４級
８級 ５級の４号給以下 ３級の５号給以上
７級 ３級の４号給以下 ７級 ７級
６級 ４級

３級の13号給以上
２級の13号給以上 ６級 ６級

５級 ３級の５号給から
12号給まで

２級の９号給から
12号給まで

５級 ５級

４級 ３級の４号給以下 ２級の８号給以下
１級の25号給以上

５級

３級 ２級の25号給以上 １級の13号給から
24号給まで

４級
３級の５号給以上

４級
３級の５号給以上

４級

２級 ２級の９号給から
24号給まで
１級の45号給以上

１級の12号給以下 ３級の４号給以下
２級の９号給以上

３級の４号給以下
２級の29号給以上

３級

１級 ２級の８号給以下
１級の44号給以下

 ２級の８号給以下
１級

２級の28号給以下
１級

２級
１級

　別表第１の次に次の３表を加える。
別表第２（第２条関係）
　 地方公務員法第22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員又は地方公務員法の一部を改正
する法律附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

研究職給料表
医療職給料表
（一）

医療職給料表
（二）

医療職給料表
（三）

技能労務職
給料表

９級 ４級
８級 ５級
７級 ３級 ７級 ７級
６級 ４級 ６級 ６級
５級 ３級 ５級 ５級
４級 ２級 ５級
３級 ２級 １級 ４級

３級
４級
３級

４級

２級 １級 ２級 ２級 ３級
１級 １級 １級 ２級

１級

別表第３（第２条関係）
　 任期付職員条例第３条第１項の規定により任期を定めて採用された職員の行政職給料表
の各級に相当する職務の級

行政職給料表
任期付職員条例
第３条第１項第１号

任期付職員条例
第３条第１項第２号

９級 ６級
８級 ５級
７級 ４級
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６級 ３級
５級 ２級
４級 １級
３級 ３級

２級
１級

２級
１級

別表第４（第13条関係）
　航海日当及び船員食卓料

航海日当及び
船員食卓料を
受ける者

支給条件 日額 支給方法

水産課及び水
産 総 合 セ ン
ターに所属す
る漁業取締船
及び漁業調査
指導船の船員

航海
日当

目的地が「第１
区内」であると
き。

４級以上の職務に
ある者

1,040円 航海が１日で終わる場合で、
航海時間が６時間未満のとき
は、日額の２分の１に相当す
る額を支給する。

３級又は２級の職
務にある者

950円

１級の職務にある
者（会計年度任用
職員を含む。）

870円

目的地が「第１
区外」であると
き。

４級以上の職務に
ある者

1,200円

３級又は２級の職
務にある者

1,130円

１級の職務にある
者（会計年度任用
職員を含む。）

1,060円

船員
食卓
料

白山丸 960円 ⑴ 　航海中の日数について、
船舶の区分に従い、日額に
より支給する。
⑵ 　航海中を除き、船舶の保
全及び船体又は船具の保守
並びにこれらに関連する
業務に従事した日数につい
て、定額により支給する。

その他の船舶 850円

備考　目的地の区分は、次に掲げるものとする。
　１　第１区
　　 　本邦並びに東経127度北緯22度、東経135度北緯30度、東経143度北緯32度、東経146度30分北緯40
度、東経150度北緯44度、東経146度北緯48度、東経140度北緯48度、東経135度北緯40度、東経130
度北緯38度、東経126度北緯34度、東経126度北緯30度、東経122度北緯27度及び東経122度北緯22度
の各点を順次に直線で結んでできる折線に囲まれた区域で定けい港の港域（港則法施行令（昭和40
年政令第219号）第１条に規定する区域（船員法第一条第二項第二号の港の区域の特例に関する政令
（昭和23年政令第164号）に基づきこれと異なる定めがある場合についてはその規定するところによ
る。）をいう。）及び外国の領海を除いた区域

　２　第２区
　　 　東経175度、北緯21度、東経110度及び北緯51度の線により囲まれた区域で第１区の区域及び定け
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い港の港域を除いた区域
　３　第３区
　　 　東経175度、北緯51度、東経134度及び北緯63度の線により囲まれた区域並びに東経175度、南緯11
度、東経94度及び北緯21度の線により囲まれた区域（トンキン湾を含む。）

　４　第４区
　　　第１区、第２区、第３区及び定けい港の港域以外の区域
　　　附　則
（施行期日）
１ 　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 　改正後の石川県職員旅費取扱規程の規定は、この訓令の施行の日以後に出発する旅行について適用し、
同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。

石川県訓令第12号の公表公告
　石川県公告式条例（昭和25年石川県条例第32号）第４条第２項において準用する同条例第２条第２項ただし書の規
定により、次のとおり県庁前の掲示場及び総務部行政経営課の執務室前に掲示して公表した。
　　令和７年４月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

石川県訓令第12号
 庁　　　中　　　一　　　般　
 出　　　先　　　機　　　関　
　石川県処務規程（昭和33年石川県訓令甲第９号）の一部を次のように改正する。
　　令和７年３月31日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
　第６条第１号中「 、 危 機 管 理 監 室」を削る。
　第７条第１項中「 、 危 機 管 理 監 」を削り、同条第２項中「 、 危 機 管 理 監 室 次 長 」を削り、同条第６項中
「 産 業 振 興 戦 略 監」を「 復 旧 復 興 戦 略 監」に改める。
　第８条第５項中「 担 当 課 長」の下に「 及 び 組 織 規 則 第 十 三 条 第 四 項 に 規 定 す る 部 の 名 称 を 冠 し た 課 長」を
加える。
　第12条第４項中「 、 産 業 振 興 戦 略 監」を削り、「 及 び 担 当 課 長」を「 、 担 当 課 長 及 び 組 織 規 則 第 十 三 条 第 四

項 に 規 定 す る 部 の 名 称 を 冠 し た 課 長」に改める。
　第70条第３項中「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　第71条第４項中「 危 機 管 理 監 室 に あ つ て は 危 機 対 策 課 長 、 能 登 半 島 地 震 復 旧 ・ 復 興 推 進 部 に あ つ て は 創 造

的 復 興 推 進 課 長 、」を削り、「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　第72条の３各項及び第72条の４第１項中「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　第77条第２項中「 第 四 条 第 一 項」を「 第 二 条 第 三 号」に改める。
　第80条各項及び第82条第３項中「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　別表第１第１号の表部長専決事項の欄第１号１及び２中「 委 員 の 任 免」の下に「（ 法 令 等 に よ り 特 定 の 職 に

あ る 者 を も つ て 充 て る こ と と さ れ て い る 委 員 に 係 る 補 欠 の 委 員 の 任 命 そ の 他 の 軽 易 な も の を 除 く 。）」を加え、
同欄に次の１号を加える。
　 二 十 一 　 春 秋 叙 勲 褒 章 に つ い て の 上 申

　別表第１第１号の表課長専決事項の欄第２号１中「 審 査 機 関 等 の」の下に「 委 員 の 任 免（ 法 令 等 に よ り 特

定 の 職 に あ る 者 を も つ て 充 て る こ と と さ れ て い る 委 員 に 係 る 補 欠 の 委 員 の 任 命 そ の 他 の 軽 易 な も の に 限 る 。）

並 び に」を加え、同欄第７号５中「 閲 覧 又 は 謄 写 の 承 認」を「 公 表」に改め、同表第２号の表総務部長専決
事項の総務課の欄及び総務課長専決事項の欄を次のように改める。
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い港の港域を除いた区域
　３　第３区
　　 　東経175度、北緯51度、東経134度及び北緯63度の線により囲まれた区域並びに東経175度、南緯11
度、東経94度及び北緯21度の線により囲まれた区域（トンキン湾を含む。）

　４　第４区
　　　第１区、第２区、第３区及び定けい港の港域以外の区域
　　　附　則
（施行期日）
１ 　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 　改正後の石川県職員旅費取扱規程の規定は、この訓令の施行の日以後に出発する旅行について適用し、
同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。

石川県訓令第12号の公表公告
　石川県公告式条例（昭和25年石川県条例第32号）第４条第２項において準用する同条例第２条第２項ただし書の規
定により、次のとおり県庁前の掲示場及び総務部行政経営課の執務室前に掲示して公表した。
　　令和７年４月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

石川県訓令第12号
 庁　　　中　　　一　　　般　
 出　　　先　　　機　　　関　
　石川県処務規程（昭和33年石川県訓令甲第９号）の一部を次のように改正する。
　　令和７年３月31日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
　第６条第１号中「 、 危 機 管 理 監 室」を削る。
　第７条第１項中「 、 危 機 管 理 監 」を削り、同条第２項中「 、 危 機 管 理 監 室 次 長 」を削り、同条第６項中
「 産 業 振 興 戦 略 監」を「 復 旧 復 興 戦 略 監」に改める。
　第８条第５項中「 担 当 課 長」の下に「 及 び 組 織 規 則 第 十 三 条 第 四 項 に 規 定 す る 部 の 名 称 を 冠 し た 課 長」を
加える。
　第12条第４項中「 、 産 業 振 興 戦 略 監」を削り、「 及 び 担 当 課 長」を「 、 担 当 課 長 及 び 組 織 規 則 第 十 三 条 第 四

項 に 規 定 す る 部 の 名 称 を 冠 し た 課 長」に改める。
　第70条第３項中「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　第71条第４項中「 危 機 管 理 監 室 に あ つ て は 危 機 対 策 課 長 、 能 登 半 島 地 震 復 旧 ・ 復 興 推 進 部 に あ つ て は 創 造

的 復 興 推 進 課 長 、」を削り、「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　第72条の３各項及び第72条の４第１項中「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　第77条第２項中「 第 四 条 第 一 項」を「 第 二 条 第 三 号」に改める。
　第80条各項及び第82条第３項中「 人 事 課 長」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長」に改める。
　別表第１第１号の表部長専決事項の欄第１号１及び２中「 委 員 の 任 免」の下に「（ 法 令 等 に よ り 特 定 の 職 に

あ る 者 を も つ て 充 て る こ と と さ れ て い る 委 員 に 係 る 補 欠 の 委 員 の 任 命 そ の 他 の 軽 易 な も の を 除 く 。）」を加え、
同欄に次の１号を加える。
　 二 十 一 　 春 秋 叙 勲 褒 章 に つ い て の 上 申

　別表第１第１号の表課長専決事項の欄第２号１中「 審 査 機 関 等 の」の下に「 委 員 の 任 免（ 法 令 等 に よ り 特

定 の 職 に あ る 者 を も つ て 充 て る こ と と さ れ て い る 委 員 に 係 る 補 欠 の 委 員 の 任 命 そ の 他 の 軽 易 な も の に 限 る 。）

並 び に」を加え、同欄第７号５中「 閲 覧 又 は 謄 写 の 承 認」を「 公 表」に改め、同表第２号の表総務部長専決
事項の総務課の欄及び総務課長専決事項の欄を次のように改める。
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総 務 部 長 専 決 事 項 総 務 課 長 専 決 事 項

一  　 地 方 自 治 法（ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号）
　 １ 　 外 部 監 査 契 約 の 解 除

二  　 私 立 学 校 法（ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 二 百 七 十 号 。

子 育 て 支 援 担 当 の 所 管 に 属 す る 事 項 を 除 く 。）

　 １  　 学 校 法 人 及 び 準 学 校 法 人（ 以 下「 学 校 法 人

等」 と い う 。） の 行 う 収 益 事 業 の 決 定

　 ２ 　 学 校 法 人 等 の 寄 附 行 為 の 認 可

　 ３ 　 学 校 法 人 等 の 寄 附 行 為 の 補 充 の 決 定

　 ４ 　 学 校 法 人 等 の 解 散 の 認 可

　 ５ 　 学 校 法 人 等 の 合 併 の 認 可

　 ６ 　 学 校 法 人 等 に 対 す る 措 置 命 令

　 ７  　 学 校 法 人 等 に 対 す る 役 員 又 は 評 議 員 の 解 任 の

勧 告

　 ８  　 学 校 法 人 等 に 対 す る 収 益 事 業 の 停 止 命 令

三  　 私 立 学 校 振 興 助 成 法（ 昭 和 五 十 年 法 律 第 六 十 一

号 。 子 育 て 支 援 担 当 の 所 管 に 属 す る 事 項 を 除 く 。）

　 １  　 学 校 法 人 等 に 対 す る 収 容 定 員 の 是 正 命 令 、 予

算 の 変 更 の 勧 告 及 び 役 員 又 は 評 議 員 の 解 職 の 勧

告

四  　 地 方 独 立 行 政 法 人 法（ 平 成 十 五 年 法 律 第 百 十 八

号）

　 １  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 業 務 方 法 書 の 認 可

　 ２  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 業 務 に 関 す る 料 金 の 上 限

の 認 可

　 ３ 　 地 方 独 立 行 政 法 人 に 対 す る 中 期 目 標 の 指 示

　 ４ 　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 中 期 計 画 の 認 可

　 ５  　 地 方 独 立 行 政 法 人 に 対 す る 中 期 計 画 の 変 更 命

令

　 ６ 　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 会 計 監 査 人 の 選 任

　 ７ 　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 会 計 監 査 人 の 解 任

　 ８  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 短 期 借 入 金 の 借 入 の 認 可

　 ９  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 短 期 借 入 金 の 借 換 の 認 可

　 10  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 出 資 等 に 係 る 不 要 財 産 の

納 付 等 の 認 可

　 11  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 重 要 な 財 産 の 譲 渡 及 び 担

保 提 供 の 認 可

　 12  　 地 方 独 立 行 政 法 人 に 対 す る 不 正 行 為 若 し く は

違 法 行 為 等 の 是 正 命 令 又 は 業 務 運 営 の 改 善 命 令
一  　 石 川 県 公 印 規 程（ 昭 和 三 十 九 年 石 川 県 訓 令 第

二 十 号）

　 １ 　 公 印 の 新 調 、 改 刻 又 は 廃 止 の 承 認

　 ２  　 知 事 の 印 又 は 県 の 印 の 印 影 の 刷 り 込 み の 承

認

二 　 地 方 自 治 法

　 １  　 外 部 監 査 契 約 の 解 除 に 関 す る 監 査 委 員 の 意

見 の 聴 取 及 び 告 示

　 ２  　 包 括 外 部 監 査 契 約 の 締 結 に 関 す る 監 査 委 員

の 意 見 の 聴 取 及 び 告 示

　 ３  　 個 別 外 部 監 査 契 約 の 締 結 に 関 す る 監 査 委 員

の 意 見 の 聴 取 、 告 示 及 び 議 会 へ の 報 告

三  　 石 川 県 公 報 発 行 規 則（ 昭 和 三 十 三 年 石 川 県 規

則 第 三 十 三 号）
　 １ 　 公 報 販 売 価 格 の 承 認

四  　 宗 教 法 人 法（ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 百 二 十 六

号）

　 １ 　 宗 教 法 人 の 規 則 の 認 証

　 ２ 　 宗 教 法 人 の 規 則 の 変 更 の 認 証

　 ３ 　 宗 教 法 人 の 合 併 の 認 証

　 ４ 　 宗 教 法 人 の 任 意 解 散 の 認 証

五  　 私 立 学 校 法（ 子 育 て 支 援 担 当 の 所 管 に 属 す る

事 項 を 除 く 。）

　 １ 　 学 校 法 人 等 の 寄 附 行 為 の 変 更 の 認 可

　 ２ 　 学 校 法 人 等 に 対 す る 報 告 徴 収 及 び 立 入 検 査

六 　 地 方 独 立 行 政 法 人 法

　 １  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 副 理 事 長 及 び 理 事 の 任

命 の 届 出 の 受 理

　 ２  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 副 理 事 長 又 は 理 事 の 解

任 の 届 出 の 受 理

　 ３  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 年 度 計 画 の 届 出 の 受 理

　 ４  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 財 務 諸 表 の 承 認

　 ５  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 利 益 の 残 余 の 処 理 の 承

認

　 ６  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 積 立 金 の 処 理 の 承 認

　 ７  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 規 程 の 届 出 の 受 理

　 ８  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 役 員 報 酬 等 の 支 給 の 基

準 の 届 出 の 受 理

　 13  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 違 法 行 為 等 の 是 正 措 置 に

係 る 報 告 の 受 理

　 ９  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 報 酬 等 の 支 給 の 基 準 の

通 知

　 10  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 職 員 の 退 職 手 当 以 外 の

給 与 及 び 退 職 手 当 の 支 給 の 基 準 の 届 出 の 受 理

　 11  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 学 長 を 別 に 任 命 す る 大

学 の 学 長 の 任 命 の 届 出 の 受 理

　 12  　 地 方 独 立 行 政 法 人 の 学 長 を 別 に 任 命 す る 大

学 の 学 長 の 解 任 の 届 出 の 受 理
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　 13  　 地 方 独 立 行 政 法 人 に 対 す る 報 告 の 徴 収 及 び

立 入 検 査

　別表第１第２号の表人事課長専決事項の欄中「 人 事 課 長 専 決 事 項」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長 専 決 事 項」に
改め、同欄第６号１中「 第 四 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ り」を「 第 二 十 四 条 第 三 項 の 規 定 に よ る」に、「 車 賃」を
「 そ の 他 の 交 通 費」に改め、同表総務部長専決事項の行政経営課の欄及び行政経営課長専決事項の欄を削り、
同表総務部長専決事項の市町支援課の欄及び市町支援課長専決事項の欄の次に次のように加える。

総 務 部 長 専 決 事 項 県 庁 デ ジ タ ル 推 進 課 長 専 決 事 項

一  　 石 川 県 統 計 調 査 条 例（ 平 成 二 十 一 年 石 川 県 条 例

第 十 五 号）

　 １ 　 県 統 計 調 査 の 実 施 に 関 す る 告 示

　 ２  　 調 査 票 情 報 の 提 供 の 実 施（ 石 川 県 統 計 調 査 条

例 施 行 規 則（ 平 成 二 十 一 年 石 川 県 規 則 第 八 号 ）

第 六 条 第 四 号 に 掲 げ る 者 に 提 供 す る 場 合 に 限

る 。）

二  　 各 省 庁 所 管 の 統 計 調 査 功 績 者 の 表 彰 に 関 す る 候

補 者 の 推 薦

一  　 統 計 法 施 行 令（ 平 成 二 十 年 政 令 第 三 百 三 十 四

号）

　 １  　 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 知 事 が 行 う こ と

と さ れ た 事 務 の 処 理

二 　 石 川 県 統 計 調 査 条 例

　 １ 　 報 告 徴 収 の 実 施

　 ２ 　 統 計 調 査 員 の 任 命

　 ３ 　 立 入 検 査 等 の 実 施

　 ４ 　 県 統 計 調 査 の 結 果 の 公 表

　 ５ 　 調 査 票 情 報 の 二 次 利 用 の 実 施

　 ６  　 調 査 票 情 報 の 提 供 の 実 施（ 石 川 県 統 計 調 査

条 例 施 行 規 則 第 六 条 第 四 号 に 掲 げ る 者 に 提 供

す る 場 合 を 除 く 。）

　別表第１第２号の表危機管理監専決事項の危機対策課の欄及び同表危機管理監専決事項の消防保安課の欄
中「 危 機 管 理 監 専 決 事 項」を「 危 機 管 理 部 長 専 決 事 項」に改め、同表国際交流課長専決事項の欄第１号２中
「 旅 券 の 作 成」を「 旅 券 法 施 行 令（ 平 成 元 年 政 令 第 百 二 十 二 号） 第 六 条 第 一 項 第 一 号 イ 、 ロ 又 は ハ に 掲 げ る

も の」に改め、同号７中「 一 般 旅 券 の 作 成」を「 旅 券 法 施 行 令 第 六 条 第 一 項 第 三 号 イ 、 ロ 又 は ハ に 掲 げ る も

の」に改め、同表健康福祉部長専決事項の長寿社会課の欄第３号中５を削り、６を５とし、７から38までを
６から37までとし、39から43までを削り、44を38とし、45から65までを39から59までとし、同号66中「 介 護

老 人 保 健 施 設」の下に「 等」を加え、同号中66を60とし、その次に次のように加える。
　　 61  　 第 百 十 五 条 の 四 十 四 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 経 営 情 報 の 調 査 、 分 析 及 び そ の 内

容 の 公 表

　　 62　 第 百 十 五 条 の 四 十 四 の 二 第 六 項 の 規 定 に よ る 介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 に 対 す る 報 告 の 徴 収 等 に 係 る 命 令

　　 63  　 第 百 十 五 条 の 四 十 四 の 二 第 八 項 の 規 定 に よ る 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 等 の 指 定 若 し く は 介 護 老 人 保

健 施 設 等 の 許 可 の 取 消 し 又 は そ の 指 定 若 し く は 許 可 の 効 力 の 停 止

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の長寿社会課の欄第３号中67を64とし、同表健康福祉部長専決
事項の障害保健福祉課の欄及び障害保健福祉課長専決事項の欄の次に次のように加える。

健 康 福 祉 部 長 専 決 事 項 地 域 医 療 政 策 課 長 専 決 事 項

一 　 医 師 法（ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 二 百 一 号）

　 １  　 第 十 六 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 を

実 施 す る 病 院 の 指 定

　 ２  　 第 十 六 条 の 二 第 四 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 を

実 施 す る 病 院 の 指 定 の 取 消 し

　 ３  　 第 十 六 条 の 三 第 三 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 病

院 ご と の 研 修 医 の 定 員 の 決 定

二  　 保 健 師 助 産 師 看 護 師 法（ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第

二 百 三 号）

　 １  　 第 十 四 条 の 規 定 に よ る 准 看 護 師 の 免 許 の 取 消
一 　 医 師 法

　 １  　 第 十 六 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修

病 院 の 管 理 者 又 は 開 設 者 に 対 す る 報 告 の 徴 収

及 び 指 示

二  　 医 師 法 第 十 六 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 臨 床 研

修 に 関 す る 省 令（ 平 成 十 四 年 厚 生 労 働 省 令 第

百 五 十 八 号）

　 １  　 第 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 病 院

の 指 定 を 受 け よ う と す る 病 院 又 は 臨 床 研 修 病

院 の 実 地 の 調 査
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　 13  　 地 方 独 立 行 政 法 人 に 対 す る 報 告 の 徴 収 及 び

立 入 検 査

　別表第１第２号の表人事課長専決事項の欄中「 人 事 課 長 専 決 事 項」を「 人 事 ・ 組 織 経 営 課 長 専 決 事 項」に
改め、同欄第６号１中「 第 四 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ り」を「 第 二 十 四 条 第 三 項 の 規 定 に よ る」に、「 車 賃」を
「 そ の 他 の 交 通 費」に改め、同表総務部長専決事項の行政経営課の欄及び行政経営課長専決事項の欄を削り、
同表総務部長専決事項の市町支援課の欄及び市町支援課長専決事項の欄の次に次のように加える。

総 務 部 長 専 決 事 項 県 庁 デ ジ タ ル 推 進 課 長 専 決 事 項

一  　 石 川 県 統 計 調 査 条 例（ 平 成 二 十 一 年 石 川 県 条 例

第 十 五 号）

　 １ 　 県 統 計 調 査 の 実 施 に 関 す る 告 示

　 ２  　 調 査 票 情 報 の 提 供 の 実 施（ 石 川 県 統 計 調 査 条

例 施 行 規 則（ 平 成 二 十 一 年 石 川 県 規 則 第 八 号 ）

第 六 条 第 四 号 に 掲 げ る 者 に 提 供 す る 場 合 に 限

る 。）

二  　 各 省 庁 所 管 の 統 計 調 査 功 績 者 の 表 彰 に 関 す る 候

補 者 の 推 薦

一  　 統 計 法 施 行 令（ 平 成 二 十 年 政 令 第 三 百 三 十 四

号）

　 １  　 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 知 事 が 行 う こ と

と さ れ た 事 務 の 処 理

二 　 石 川 県 統 計 調 査 条 例

　 １ 　 報 告 徴 収 の 実 施

　 ２ 　 統 計 調 査 員 の 任 命

　 ３ 　 立 入 検 査 等 の 実 施

　 ４ 　 県 統 計 調 査 の 結 果 の 公 表

　 ５ 　 調 査 票 情 報 の 二 次 利 用 の 実 施

　 ６  　 調 査 票 情 報 の 提 供 の 実 施（ 石 川 県 統 計 調 査

条 例 施 行 規 則 第 六 条 第 四 号 に 掲 げ る 者 に 提 供

す る 場 合 を 除 く 。）

　別表第１第２号の表危機管理監専決事項の危機対策課の欄及び同表危機管理監専決事項の消防保安課の欄
中「 危 機 管 理 監 専 決 事 項」を「 危 機 管 理 部 長 専 決 事 項」に改め、同表国際交流課長専決事項の欄第１号２中
「 旅 券 の 作 成」を「 旅 券 法 施 行 令（ 平 成 元 年 政 令 第 百 二 十 二 号） 第 六 条 第 一 項 第 一 号 イ 、 ロ 又 は ハ に 掲 げ る

も の」に改め、同号７中「 一 般 旅 券 の 作 成」を「 旅 券 法 施 行 令 第 六 条 第 一 項 第 三 号 イ 、 ロ 又 は ハ に 掲 げ る も

の」に改め、同表健康福祉部長専決事項の長寿社会課の欄第３号中５を削り、６を５とし、７から38までを
６から37までとし、39から43までを削り、44を38とし、45から65までを39から59までとし、同号66中「 介 護

老 人 保 健 施 設」の下に「 等」を加え、同号中66を60とし、その次に次のように加える。
　　 61  　 第 百 十 五 条 の 四 十 四 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 経 営 情 報 の 調 査 、 分 析 及 び そ の 内

容 の 公 表

　　 62　 第 百 十 五 条 の 四 十 四 の 二 第 六 項 の 規 定 に よ る 介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 に 対 す る 報 告 の 徴 収 等 に 係 る 命 令

　　 63  　 第 百 十 五 条 の 四 十 四 の 二 第 八 項 の 規 定 に よ る 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 等 の 指 定 若 し く は 介 護 老 人 保

健 施 設 等 の 許 可 の 取 消 し 又 は そ の 指 定 若 し く は 許 可 の 効 力 の 停 止

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の長寿社会課の欄第３号中67を64とし、同表健康福祉部長専決
事項の障害保健福祉課の欄及び障害保健福祉課長専決事項の欄の次に次のように加える。

健 康 福 祉 部 長 専 決 事 項 地 域 医 療 政 策 課 長 専 決 事 項

一 　 医 師 法（ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 二 百 一 号）

　 １  　 第 十 六 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 を

実 施 す る 病 院 の 指 定

　 ２  　 第 十 六 条 の 二 第 四 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 を

実 施 す る 病 院 の 指 定 の 取 消 し

　 ３  　 第 十 六 条 の 三 第 三 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 病

院 ご と の 研 修 医 の 定 員 の 決 定

二  　 保 健 師 助 産 師 看 護 師 法（ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第

二 百 三 号）

　 １  　 第 十 四 条 の 規 定 に よ る 准 看 護 師 の 免 許 の 取 消
一 　 医 師 法

　 １  　 第 十 六 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修

病 院 の 管 理 者 又 は 開 設 者 に 対 す る 報 告 の 徴 収

及 び 指 示

二  　 医 師 法 第 十 六 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 臨 床 研

修 に 関 す る 省 令（ 平 成 十 四 年 厚 生 労 働 省 令 第

百 五 十 八 号）

　 １  　 第 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 臨 床 研 修 病 院

の 指 定 を 受 け よ う と す る 病 院 又 は 臨 床 研 修 病

院 の 実 地 の 調 査
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　 　  し 又 は 業 務 の 停 止 命 令

　 ２  　 第 十 九 条 第 二 号 の 規 定 に よ る 保 健 師 養 成 所 の

指 定

　 ３  　 第 二 十 条 第 二 号 の 規 定 に よ る 助 産 師 養 成 所 の

指 定

　 ４  　 第 二 十 一 条 第 三 号 の 規 定 に よ る 看 護 師 養 成 所

の 指 定

　 ５  　 第 二 十 二 条 第 二 号 の 規 定 に よ る 准 看 護 師 養 成

所 の 指 定

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の医療対策課の欄第１号８中「 第 四 十 六 条 の 二 第 一 項 た だ し 書」
を「 第 四 十 六 条 の 五 第 一 項 た だ し 書」に改め、同号９及び10を次のように改める。
　　 ９ 　 第 四 十 六 条 の 五 第 六 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 医 療 法 人 の 理 事 に 加 え る べ き 管 理 者 の 免 除 の 認 可

　　 10　 第 四 十 六 条 の 六 第 一 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 医 療 法 人 の 理 事 長 の 認 可

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の医療対策課の欄第１号11中「 第 五 十 条 第 一 項」を「 第 五 十 四

条 の 九 第 三 項 」に改め、同号12中「 第 五 十 五 条 第 三 項 」を「 第 五 十 五 条 第 六 項 」に改め、同号13中「 第

五 十 七 条 第 四 項」を「 第 五 十 八 条 の 二 第 四 項」に改め、同号中19及び20を削り、18を19とし、14から17まで
を15から18までとし、13の次に次のように加える。
　　 14　 第 六 十 条 の 三 第 四 項 の 規 定 に よ る 医 療 法 人 の 分 割 の 認 可

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の医療対策課の欄中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５
号から第16号までを１号ずつ繰り上げ、同欄に次の１号を加える。

　 十 六 　 救 急 救 命 士 法（ 平 成 三 年 法 律 第 三 十 六 号）
　　 １ 　 第 三 十 四 条 第 一 号 、 第 二 号 及 び 第 四 号 の 規 定 に よ る 救 急 救 命 士 養 成 所 の 指 定
　別表第１第２号の表医療対策課長専決事項の欄中「 医 療 対 策 課 長 専 決 事 項」を「 医 療 支 援 課 長 専 決 事 項」
に改め、同欄第４号２を削り、同表健康福祉部長専決事項の地域医療推進室の欄及び同表地域医療推進室長
専決事項の欄を削り、同表健康福祉部長専決事項の健康推進課の欄第１号４中「 第 八 項 及 び 第 九 項」を「 第

十 項 及 び 第 十 一 項」に改め、同表健康推進課長専決事項の欄第１号４中「 第 八 項」を「 第 七 項」に改め、同
号５中「 第 十 七 項 」を「 第 十 六 項 」に改め、同号中25を32とし、22から24までを29から31までとし、同号
21中「 第 四 十 四 条 の 七 第 六 項 」を「 第 四 十 四 条 の 十 一 第 六 項 」に改め、同号中21を28とし、同号20中「 第

四 十 四 条 の 五 第 一 項」を「 第 四 十 四 条 の 六 第 一 項」に改め、同号中20を27とし、19を削り、18を26とし、同
号17中「 第 三 十 八 条 第 九 項 」を「 第 三 十 八 条 第 十 一 項 」に改め、「 に よ る 」の下に「 第 一 種 協 定 指 定 医 療

機 関 、 第 二 種 協 定 指 定 医 療 機 関 及 び 」を加え、同号中17を25とし、同号16中「 第 三 十 八 条 第 八 項 」を「 第

三 十 八 条 第 十 項」に改め、「 に よ る」の下に「 第 一 種 協 定 指 定 医 療 機 関 、 第 二 種 協 定 指 定 医 療 機 関 及 び」を加
え、同号中16を24とし、同号15中「 第 三 十 八 条 第 七 項」の下に「 、 第 八 項 及 び 第 九 項」を、「 に よ る」の下に
「 第 一 種 協 定 指 定 医 療 機 関 、 第 二 種 協 定 指 定 医 療 機 関 及 び」を加え、同号中15を23とし、同号14中「 に よ る」
の下に「 第 一 種 協 定 指 定 医 療 機 関 、 第 二 種 協 定 指 定 医 療 機 関 及 び」を加え、同号中14を22とし、その前に次
のように加える。
　　 15  　 第 三 十 六 条 の 二 第 一 項 及 び 第 三 項 の 規 定 に よ る 医 療 機 関 等 へ の 通 知 及 び そ の 内 容 の 公 表

　 　 16  　 第 三 十 六 条 の 三 第 五 項 の 規 定 に よ る 医 療 措 置 協 定 の 内 容 の 公 表

　 　 17  　 第 三 十 六 条 の 四 の 規 定 に よ る 医 療 機 関 等 の 管 理 者 へ の 指 示 、 勧 告 及 び 指 示 に 従 わ な い 旨 の 公 表

　 　 18  　 第 三 十 六 条 の 五 第 一 項 、 第 二 項 及 び 第 四 項 の 規 定 に よ る 医 療 機 関 等 の 管 理 者 へ の 報 告 の 要 請 、 厚 生

労 働 大 臣 へ の 報 告 及 び そ の 内 容 の 公 表

　 　 19  　 第 三 十 六 条 の 六 第 二 項 の 規 定 に よ る 検 査 等 措 置 協 定 の 内 容 の 公 表

　 　 20  　 第 三 十 六 条 の 七 の 規 定 に よ る 病 原 体 等 の 検 査 を 行 つ て い る 機 関 等 の 管 理 者 へ の 勧 告 、 指 示 及 び 指 示

に 従 わ な い 旨 の 公 表

　　 21  　 第 三 十 六 条 の 八 第 一 項 及 び 第 三 項 の 規 定 に よ る 病 原 体 等 の 検 査 を 行 つ て い る 機 関 等 の 管 理 者 へ の 報

告 の 要 請 、 厚 生 労 働 大 臣 へ の 報 告 及 び そ の 内 容 の 公 表

　別表第１第２号の表健康推進課長専決事項の欄第１号中13を14とし、12を13とし、11を12とし、その前に
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次のように加える。
　　 11　 第 十 六 条 第 二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 に よ る 市 町 長 へ の 協 力 依 頼 及 び 情 報 提 供

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の薬事衛生課の欄第８号を次のように改める。

　 八 　 大 麻 草 の 栽 培 の 規 制 に 関 す る 法 律（ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 二 十 四 号）
　　 １  　 第 十 二 条 の 六 第 一 項 の 規 定 に よ る 第 一 種 大 麻 草 採 取 栽 培 者 に 対 す る 免 許 の 取 消 し 又 は 大 麻 草 の 栽 培

の 中 止 の 命 令
　別表第１第２号の表薬事衛生課長専決事項の欄第８号を次のように改める。

　 八 　 大 麻 草 の 栽 培 の 規 制 に 関 す る 法 律

　 　 １ 　 第 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 第 一 種 大 麻 草 採 取 栽 培 者 の 免 許

　 　 ２ 　 第 十 一 条 た だ し 書 の 規 定 に よ る 栽 培 地 外 へ の 大 麻 の 持 出 し の 許 可

　 　 ３  　 第 十 二 条 の 六 第 二 項 及 び 第 十 二 条 の 七 第 四 項 の 規 定 に よ る 第 一 種 大 麻 草 採 取 栽 培 者 名 簿 の 登 録 の 抹

消

　 　 ４ 　 第 二 十 二 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 の 要 請 、 立 入 検 査 及 び 大 麻 等 の 収 去

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の子育て支援課の欄第５号及び第６号を次のように改める。

　 五 　 私 立 学 校 法（ 子 育 て 支 援 担 当 の 所 管 に 属 す る 事 項 に 限 る 。）
　　 １ 　 学 校 法 人 の 行 う 収 益 事 業 の 決 定

　 　 ２ 　 学 校 法 人 の 寄 附 行 為 の 認 可

　 　 ３ 　 学 校 法 人 の 寄 附 行 為 の 補 充 の 決 定

　 　 ４ 　 学 校 法 人 の 解 散 の 認 可

　 　 ５ 　 学 校 法 人 の 合 併 の 認 可

　 　 ６ 　 学 校 法 人 に 対 す る 措 置 命 令

　 　 ７ 　 学 校 法 人 に 対 す る 役 員 又 は 評 議 員 の 解 任 の 勧 告

　 　 ８ 　 学 校 法 人 に 対 す る 収 益 事 業 の 停 止 命 令

　 六 　 私 立 学 校 振 興 助 成 法（ 子 育 て 支 援 担 当 の 所 管 に 属 す る 事 項 に 限 る 。）
　　 １ 　 学 校 法 人 に 対 す る 収 容 定 員 の 是 正 命 令 、 予 算 の 変 更 の 勧 告 及 び 役 員 又 は 評 議 員 の 解 職 の 勧 告

　別表第１第２号の表子育て支援課長専決事項の欄第７号１中「 第 四 十 五 条 の 規 定 に よ る」を削り、同号２
中「 第 六 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る」を「 学 校 法 人 に 対 す る」に改め、同表生活環境部長専決事項の資源循
環推進課の欄第３号中「 廃 棄 物 対 策 課」を「 資 源 循 環 推 進 課」に改め、同表商工労働部長専決事項の産業立
地課の欄第１号１中「 地 方 活 力 向 上 地 域 特 定 業 務 施 設 整 備 計 画」を「 地 方 活 力 向 上 地 域 等 特 定 業 務 施 設 整 備

計 画」に改め、同号２及び３中「 認 定 地 方 活 力 向 上 地 域 特 定 業 務 施 設 整 備 計 画」を「 認 定 地 方 活 力 向 上 地 域

等 特 定 業 務 施 設 整 備 計 画」に改め、同表農林水産部長専決事項の農業経営戦略課の欄第６号３中「 第 六 条 第

六 項」を「 第 六 条 第 五 項」に改め、同欄第７号４及び５を削り、同表農業経営戦略課長専決事項の欄第５号
１中「 第 九 条 第 二 項」を「 第 十 条 第 二 項」に改め、同欄中第10号を第11号とし、第６号から第９号までを１
号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の１号を加える。

　 六 　 農 地 中 間 管 理 事 業 の 推 進 に 関 す る 法 律

　 　 １ 　 第 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 農 用 地 利 用 集 積 等 促 進 計 画 の 認 可

　 　 ２ 　 第 十 八 条 第 七 項 の 規 定 に よ る 農 業 委 員 会 へ の 通 知 及 び 公 告

　別表第１第２号の表土木部長専決事項の建築住宅課の欄中第７号及び第８号を削り、第９号を第７号とし、
第10号から第21号までを２号ずつ繰り上げ、同欄第22号１中「 第 十 四 条 第 一 項」を「 第 十 三 条 第 一 項」に改
め、同号２中「 第 十 四 条 第 二 項」を「 第 十 三 条 第 二 項」に改め、同号３及び４を削り、同号５中「 第 三 十 八

条」を「 第 三 十 三 条」に改め、同号中５を３とし、同号６中「 第 三 十 九 条」を「 第 三 十 四 条」に改め、同号
中６を４とし、同号を同欄第20号とし、同欄第23号１中「 第 八 条」を「 第 十 条」に改め、同号２中「 第 九 条」
を「 第 十 一 条」に改め、同号を同欄第21号とし、同欄中第24号を第22号とし、第25号を第23号とし、同表建
築住宅課長専決事項の欄第２号中５を７とし、４を６とし、その前に次のように加える。
　　 ４  　 第 百 三 十 七 条 の 十 二 第 六 項 の 規 定 に よ る 大 規 模 な 修 繕 又 は 大 規 模 な 模 様 替 を 行 う 既 存 不 適 格 建 築 物

に 係 る 敷 地 等 と 道 路 の 関 係 に 関 す る 制 限 の 適 用 除 外 の 認 定

　 　 ５  　 第 百 三 十 七 条 の 十 二 第 七 項 の 規 定 に よ る 大 規 模 な 修 繕 又 は 大 規 模 な 模 様 替 を 行 う 既 存 不 適 格 建 築 物

に 係 る 道 路 内 の 建 築 制 限 の 適 用 除 外 の 認 定
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次のように加える。
　　 11　 第 十 六 条 第 二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 に よ る 市 町 長 へ の 協 力 依 頼 及 び 情 報 提 供

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の薬事衛生課の欄第８号を次のように改める。

　 八 　 大 麻 草 の 栽 培 の 規 制 に 関 す る 法 律（ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 二 十 四 号）
　　 １  　 第 十 二 条 の 六 第 一 項 の 規 定 に よ る 第 一 種 大 麻 草 採 取 栽 培 者 に 対 す る 免 許 の 取 消 し 又 は 大 麻 草 の 栽 培

の 中 止 の 命 令

　別表第１第２号の表薬事衛生課長専決事項の欄第８号を次のように改める。

　 八 　 大 麻 草 の 栽 培 の 規 制 に 関 す る 法 律

　 　 １ 　 第 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 第 一 種 大 麻 草 採 取 栽 培 者 の 免 許

　 　 ２ 　 第 十 一 条 た だ し 書 の 規 定 に よ る 栽 培 地 外 へ の 大 麻 の 持 出 し の 許 可

　 　 ３  　 第 十 二 条 の 六 第 二 項 及 び 第 十 二 条 の 七 第 四 項 の 規 定 に よ る 第 一 種 大 麻 草 採 取 栽 培 者 名 簿 の 登 録 の 抹

消

　 　 ４ 　 第 二 十 二 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 の 要 請 、 立 入 検 査 及 び 大 麻 等 の 収 去

　別表第１第２号の表健康福祉部長専決事項の子育て支援課の欄第５号及び第６号を次のように改める。

　 五 　 私 立 学 校 法（ 子 育 て 支 援 担 当 の 所 管 に 属 す る 事 項 に 限 る 。）
　　 １ 　 学 校 法 人 の 行 う 収 益 事 業 の 決 定

　 　 ２ 　 学 校 法 人 の 寄 附 行 為 の 認 可

　 　 ３ 　 学 校 法 人 の 寄 附 行 為 の 補 充 の 決 定

　 　 ４ 　 学 校 法 人 の 解 散 の 認 可

　 　 ５ 　 学 校 法 人 の 合 併 の 認 可

　 　 ６ 　 学 校 法 人 に 対 す る 措 置 命 令

　 　 ７ 　 学 校 法 人 に 対 す る 役 員 又 は 評 議 員 の 解 任 の 勧 告

　 　 ８ 　 学 校 法 人 に 対 す る 収 益 事 業 の 停 止 命 令

　 六 　 私 立 学 校 振 興 助 成 法（ 子 育 て 支 援 担 当 の 所 管 に 属 す る 事 項 に 限 る 。）
　　 １ 　 学 校 法 人 に 対 す る 収 容 定 員 の 是 正 命 令 、 予 算 の 変 更 の 勧 告 及 び 役 員 又 は 評 議 員 の 解 職 の 勧 告

　別表第１第２号の表子育て支援課長専決事項の欄第７号１中「 第 四 十 五 条 の 規 定 に よ る」を削り、同号２
中「 第 六 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る」を「 学 校 法 人 に 対 す る」に改め、同表生活環境部長専決事項の資源循
環推進課の欄第３号中「 廃 棄 物 対 策 課」を「 資 源 循 環 推 進 課」に改め、同表商工労働部長専決事項の産業立
地課の欄第１号１中「 地 方 活 力 向 上 地 域 特 定 業 務 施 設 整 備 計 画」を「 地 方 活 力 向 上 地 域 等 特 定 業 務 施 設 整 備

計 画」に改め、同号２及び３中「 認 定 地 方 活 力 向 上 地 域 特 定 業 務 施 設 整 備 計 画」を「 認 定 地 方 活 力 向 上 地 域

等 特 定 業 務 施 設 整 備 計 画」に改め、同表農林水産部長専決事項の農業経営戦略課の欄第６号３中「 第 六 条 第

六 項」を「 第 六 条 第 五 項」に改め、同欄第７号４及び５を削り、同表農業経営戦略課長専決事項の欄第５号
１中「 第 九 条 第 二 項」を「 第 十 条 第 二 項」に改め、同欄中第10号を第11号とし、第６号から第９号までを１
号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の１号を加える。

　 六 　 農 地 中 間 管 理 事 業 の 推 進 に 関 す る 法 律

　 　 １ 　 第 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 農 用 地 利 用 集 積 等 促 進 計 画 の 認 可

　 　 ２ 　 第 十 八 条 第 七 項 の 規 定 に よ る 農 業 委 員 会 へ の 通 知 及 び 公 告

　別表第１第２号の表土木部長専決事項の建築住宅課の欄中第７号及び第８号を削り、第９号を第７号とし、
第10号から第21号までを２号ずつ繰り上げ、同欄第22号１中「 第 十 四 条 第 一 項」を「 第 十 三 条 第 一 項」に改
め、同号２中「 第 十 四 条 第 二 項」を「 第 十 三 条 第 二 項」に改め、同号３及び４を削り、同号５中「 第 三 十 八

条」を「 第 三 十 三 条」に改め、同号中５を３とし、同号６中「 第 三 十 九 条」を「 第 三 十 四 条」に改め、同号
中６を４とし、同号を同欄第20号とし、同欄第23号１中「 第 八 条」を「 第 十 条」に改め、同号２中「 第 九 条」
を「 第 十 一 条」に改め、同号を同欄第21号とし、同欄中第24号を第22号とし、第25号を第23号とし、同表建
築住宅課長専決事項の欄第２号中５を７とし、４を６とし、その前に次のように加える。
　　 ４  　 第 百 三 十 七 条 の 十 二 第 六 項 の 規 定 に よ る 大 規 模 な 修 繕 又 は 大 規 模 な 模 様 替 を 行 う 既 存 不 適 格 建 築 物

に 係 る 敷 地 等 と 道 路 の 関 係 に 関 す る 制 限 の 適 用 除 外 の 認 定

　 　 ５  　 第 百 三 十 七 条 の 十 二 第 七 項 の 規 定 に よ る 大 規 模 な 修 繕 又 は 大 規 模 な 模 様 替 を 行 う 既 存 不 適 格 建 築 物

に 係 る 道 路 内 の 建 築 制 限 の 適 用 除 外 の 認 定
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　別表第１第２号の表建築住宅課長専決事項の欄中第７号及び第８号を削り、第９号を第７号とし、第10号
から第12号までを２号ずつ繰り上げ、同欄第13号中３を削り、４を３とし、同号を同欄第11号とし、同欄中
第14号を第12号とし、第15号から第27号までを２号ずつ繰り上げる。
　別表第２こころの健康センター所長の項の次に次のように加える。

い し か わ 動 物 愛 護 セ ン タ ー 所 長 一  　 い し か わ 動 物 愛 護 セ ン タ ー 条 例 施 行 規 則（ 令

和 六 年 石 川 県 規 則 第 二 十 五 号）

　 １  　 第 二 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 開 館 時 間 の 変 更

又 は 休 館 若 し く は 開 館

　 ２  　 第 二 条 第 四 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る ド ッ グ

ラ ン 等 を 使 用 に 供 す る 時 間 の 変 更

　別表第２農林総合事務所長の項第20号を同項第21号とし、同項第19号１中「 第 十 三 条 第 二 項 第 一 号 又 は 第

二 十 一 条 の 八 第 一 号」を「 第 十 三 条 第 三 項 第 一 号」に、「 森 林 施 業 計 画」を「 森 林 経 営 計 画」に改め、同号２
中「 第 二 十 三 条 の 十 の 規 定 に よ る 森 林 法 第 二 十 五 条 第 一 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で に 掲 げ る 目 的 を 達 成 す る た

め」を「 第 二 十 二 条 の 四 第 五 項 の 規 定 に よ る 森 林 法 第 二 十 五 条 又 は 第 二 十 五 条 の 二 の 規 定 に よ り 」に改め、
同号を同項第20号とし、同項中第18号を第19号とし、第13号から第17号までを１号ずつ繰り下げ、第12号の
次に次の１号を加える。
　 十 三 　 宅 地 造 成 及 び 特 定 盛 土 等 規 制 法（ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 百 九 十 一 号）

　 　 １ 　 第 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可

　 　 ２ 　 第 十 二 条 第 三 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 条 件 の 付 加

　 　 ３ 　 第 十 二 条 第 四 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 ４  　 第 十 四 条 第 二 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 許 可 証 の 交 付 又 は 不

許 可 の 通 知

　 　 ５ 　 第 十 五 条 第 一 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 協 議

　 　 ６ 　 第 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 許 可

　 　 ７ 　 第 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 ８ 　 第 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 検 査

　 　 ９ 　 第 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 検 査 済 証 の 交 付

　 　 10 　 第 十 七 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認

　 　 11 　 第 十 七 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認 済 証 の 交 付

　 　 12 　 第 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 工 事 の 中 間 検 査

　 　 13 　 第 十 八 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 中 間 検 査 合 格 証 の 交 付

　 　 14 　 第 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 定 期 報 告 の 受 理

　 　 15 　 第 二 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 の 取 消 し

　 　 16 　 第 二 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 17 　 第 二 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 土 地 の 使 用 の 禁 止 若 し く は 制 限 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 18 　 第 二 十 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 作 業 の 停 止 の 命 令

　 　 19  　 第 二 十 条 第 五 項（ 第 二 十 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の 全

部 又 は 一 部 の 執 行 及 び 公 告

　 　 20  　 第 二 十 条 第 六 項（ 第 二 十 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の 執

行 に 要 し た 費 用 を 工 事 主 等 又 は 土 地 所 有 者 等 に 負 担 さ せ る 措 置

　 　 21 　 第 二 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 22 　 第 二 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 公 表

　 　 23 　 第 二 十 一 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 24 　 第 二 十 一 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 公 共 施 設 用 地 の 宅 地 又 は 農 地 等 へ の 転 用 の 届 出 の 受 理

　 　 25 　 第 二 十 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 災 害 の 防 止 の た め 必 要 な 措 置 の 勧 告

　 　 26 　 第 二 十 三 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 改 善 命 令

　 　 27 　 第 二 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査
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　 　 28 　 第 二 十 五 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 取

　 　 29 　 第 二 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 30 　 第 二 十 七 条 第 二 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 31 　 第 二 十 七 条 第 三 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 勧 告

　 　 32 　 第 二 十 七 条 第 四 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 命 令

　 　 33 　 第 二 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 34 　 第 三 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可

　 　 35 　 第 三 十 条 第 三 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 条 件 の 付 加

　 　 36 　 第 三 十 条 第 四 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 37  　 第 三 十 三 条 第 二 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 証 の

交 付 又 は 不 許 可 の 通 知

　 　 38 　 第 三 十 四 条 第 一 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 協 議

　 　 39 　 第 三 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 許 可

　 　 40 　 第 三 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 41 　 第 三 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 検 査

　 　 42 　 第 三 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 検 査 済 証 の 交 付

　 　 43 　 第 三 十 六 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認

　 　 44 　 第 三 十 六 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認 済 証 の 交 付

　 　 45 　 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 工 事 の 中 間 検 査

　 　 46 　 第 三 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 中 間 検 査 合 格 証 の 交 付

　 　 47 　 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 定 期 報 告 の 受 理

　 　 48 　 第 三 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 の 取 消 し

　 　 49 　 第 三 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 50 　 第 三 十 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 土 地 の 使 用 の 禁 止 若 し く は 制 限 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 51 　 第 三 十 九 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 作 業 の 停 止 の 命 令

　 　 52  　 第 三 十 九 条 第 五 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

全 部 又 は 一 部 の 執 行 及 び 公 告

　 　 53  　 第 三 十 九 条 第 六 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

執 行 に 要 し た 費 用 を 工 事 主 等 又 は 土 地 所 有 者 等 に 負 担 さ せ る 措 置

　 　 54 　 第 四 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 55 　 第 四 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 公 表

　 　 56 　 第 四 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 57 　 第 四 十 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 公 共 施 設 用 地 の 宅 地 又 は 農 地 等 へ の 転 用 の 届 出 の 受 理

　 　 58 　 第 四 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 災 害 の 防 止 の た め 必 要 な 措 置 の 勧 告

　 　 59 　 第 四 十 二 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 改 善 命 令

　 　 60 　 第 四 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査

　 　 61 　 第 四 十 四 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 取

　別表第２土木総合事務所長の項第43号２中「 第 十 八 条 第 二 十 四 項 第 一 号」を「 第 十 八 条 第 三 十 八 項 第 一 号」
に改め、同項第52号中「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施 行 規 則」を「 建 築 物 の エ ネ ル

ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律 施 行 規 則」に改め、同号１中「 第 十 一 条」を「 第 十 三 条」に改め、同号
２中「 第 二 十 五 条 第 一 項（ 第 二 十 八 条」を「 第 二 十 四 条 第 一 項（ 第 二 十 七 条」に改め、同号３中「 第 二 十 九

条」を「 第 二 十 八 条」に改め、同号４を削り、同号を同項第53号とし、同項第51号中「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律」を「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律」に改め、同号１中
「 第 八 条」を「 第 七 条」に改め、同号２中「 第 十 二 条 第 一 項」を「 第 十 一 条 第 一 項」に改め、同号３中「 第

十 二 条 第 三 項」を「 第 十 一 条 第 三 項」に改め、同号４中「 第 十 二 条 第 四 項」を「 第 十 一 条 第 四 項」に改め、
同号５中「 第 十 二 条 第 五 項」を「 第 十 一 条 第 五 項」に改め、同号６中「 第 十 三 条 第 二 項」を「 第 十 二 条 第 二

項 」に改め、同号７中「 第 十 三 条 第 四 項 」を「 第 十 二 条 第 四 項 」に改め、同号８中「 第 十 三 条 第 五 項 」を
「 第 十 二 条 第 五 項」に改め、同号９中「 第 十 三 条 第 六 項」を「 第 十 二 条 第 六 項」に改め、同号中10及び11を
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　 　 28 　 第 二 十 五 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 取

　 　 29 　 第 二 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 30 　 第 二 十 七 条 第 二 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 31 　 第 二 十 七 条 第 三 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 勧 告

　 　 32 　 第 二 十 七 条 第 四 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 命 令

　 　 33 　 第 二 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 34 　 第 三 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可

　 　 35 　 第 三 十 条 第 三 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 条 件 の 付 加

　 　 36 　 第 三 十 条 第 四 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 37  　 第 三 十 三 条 第 二 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 証 の

交 付 又 は 不 許 可 の 通 知

　 　 38 　 第 三 十 四 条 第 一 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 協 議

　 　 39 　 第 三 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 許 可

　 　 40 　 第 三 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 41 　 第 三 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 検 査

　 　 42 　 第 三 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 検 査 済 証 の 交 付

　 　 43 　 第 三 十 六 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認

　 　 44 　 第 三 十 六 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認 済 証 の 交 付

　 　 45 　 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 工 事 の 中 間 検 査

　 　 46 　 第 三 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 中 間 検 査 合 格 証 の 交 付

　 　 47 　 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 定 期 報 告 の 受 理

　 　 48 　 第 三 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 の 取 消 し

　 　 49 　 第 三 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 50 　 第 三 十 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 土 地 の 使 用 の 禁 止 若 し く は 制 限 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 51 　 第 三 十 九 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 作 業 の 停 止 の 命 令

　 　 52  　 第 三 十 九 条 第 五 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

全 部 又 は 一 部 の 執 行 及 び 公 告

　 　 53  　 第 三 十 九 条 第 六 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

執 行 に 要 し た 費 用 を 工 事 主 等 又 は 土 地 所 有 者 等 に 負 担 さ せ る 措 置

　 　 54 　 第 四 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 55 　 第 四 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 公 表

　 　 56 　 第 四 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 57 　 第 四 十 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 公 共 施 設 用 地 の 宅 地 又 は 農 地 等 へ の 転 用 の 届 出 の 受 理

　 　 58 　 第 四 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 災 害 の 防 止 の た め 必 要 な 措 置 の 勧 告

　 　 59 　 第 四 十 二 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 改 善 命 令

　 　 60 　 第 四 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査

　 　 61 　 第 四 十 四 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 取

　別表第２土木総合事務所長の項第43号２中「 第 十 八 条 第 二 十 四 項 第 一 号」を「 第 十 八 条 第 三 十 八 項 第 一 号」
に改め、同項第52号中「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施 行 規 則」を「 建 築 物 の エ ネ ル

ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律 施 行 規 則」に改め、同号１中「 第 十 一 条」を「 第 十 三 条」に改め、同号
２中「 第 二 十 五 条 第 一 項（ 第 二 十 八 条」を「 第 二 十 四 条 第 一 項（ 第 二 十 七 条」に改め、同号３中「 第 二 十 九

条」を「 第 二 十 八 条」に改め、同号４を削り、同号を同項第53号とし、同項第51号中「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律」を「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律」に改め、同号１中
「 第 八 条」を「 第 七 条」に改め、同号２中「 第 十 二 条 第 一 項」を「 第 十 一 条 第 一 項」に改め、同号３中「 第

十 二 条 第 三 項」を「 第 十 一 条 第 三 項」に改め、同号４中「 第 十 二 条 第 四 項」を「 第 十 一 条 第 四 項」に改め、
同号５中「 第 十 二 条 第 五 項」を「 第 十 一 条 第 五 項」に改め、同号６中「 第 十 三 条 第 二 項」を「 第 十 二 条 第 二

項 」に改め、同号７中「 第 十 三 条 第 四 項 」を「 第 十 二 条 第 四 項 」に改め、同号８中「 第 十 三 条 第 五 項 」を
「 第 十 二 条 第 五 項」に改め、同号９中「 第 十 三 条 第 六 項」を「 第 十 二 条 第 六 項」に改め、同号中10及び11を
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削り、同号12中「 第 十 七 条 第 一 項」を「 第 十 五 条 第 一 項」に改め、同号中12を10とし、13から17までを削り、
同号18中「 第 三 十 五 条 第 一 項（ 第 三 十 六 条 第 二 項」を「 第 三 十 条 第 一 項（ 第 三 十 一 条 第 二 項」に改め、同号
中18を11とし、同号19中「 第 三 十 五 条 第 三 項（ 第 三 十 六 条 第 二 項」を「 第 三 十 条 第 三 項（ 第 三 十 一 条 第 二 項」
に改め、同号中19を12とし、同号20中「 第 三 十 七 条」を「 第 三 十 二 条」に改め、同号中20を13とし、21から
23までを削り、同号を同項第52号とし、同項中第50号を第51号とし、第46号から第49号までを１号ずつ繰り
下げ、第45号の次に次の１号を加える。
　 四 十 六 　 宅 地 造 成 及 び 特 定 盛 土 等 規 制 法

　 　 １ 　 第 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可

　 　 ２ 　 第 十 二 条 第 三 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 条 件 の 付 加

　 　 ３ 　 第 十 二 条 第 四 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 ４  　 第 十 四 条 第 二 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 許 可 証 の 交 付 又 は 不

許 可 の 通 知

　 　 ５ 　 第 十 五 条 第 一 項（ 第 十 六 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 協 議

　 　 ６ 　 第 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 許 可

　 　 ７ 　 第 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 ８ 　 第 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 検 査

　 　 ９ 　 第 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 検 査 済 証 の 交 付

　 　 10 　 第 十 七 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認

　 　 11 　 第 十 七 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認 済 証 の 交 付

　 　 12 　 第 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 工 事 の 中 間 検 査

　 　 13 　 第 十 八 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 中 間 検 査 合 格 証 の 交 付

　 　 14 　 第 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 定 期 報 告 の 受 理

　 　 15 　 第 二 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 の 取 消 し

　 　 16 　 第 二 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 17 　 第 二 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 土 地 の 使 用 の 禁 止 若 し く は 制 限 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 18 　 第 二 十 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 作 業 の 停 止 の 命 令

　 　 19  　 第 二 十 条 第 五 項（ 第 二 十 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の 全

部 又 は 一 部 の 執 行 及 び 公 告

　 　 20  　 第 二 十 条 第 六 項（ 第 二 十 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の 執

行 に 要 し た 費 用 を 工 事 主 等 又 は 土 地 所 有 者 等 に 負 担 さ せ る 措 置

　 　 21 　 第 二 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 22 　 第 二 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 公 表

　 　 23 　 第 二 十 一 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 24 　 第 二 十 一 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 公 共 施 設 用 地 の 宅 地 又 は 農 地 等 へ の 転 用 の 届 出 の 受 理

　 　 25 　 第 二 十 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 災 害 の 防 止 の た め 必 要 な 措 置 の 勧 告

　 　 26 　 第 二 十 三 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 改 善 命 令

　 　 27 　 第 二 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査

　 　 28 　 第 二 十 五 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 取

　 　 29 　 第 二 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 30 　 第 二 十 七 条 第 二 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 31 　 第 二 十 七 条 第 三 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 勧 告

　 　 32 　 第 二 十 七 条 第 四 項（ 第 二 十 八 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 命 令

　 　 33 　 第 二 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 34 　 第 三 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可

　 　 35 　 第 三 十 条 第 三 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 条 件 の 付 加

　 　 36 　 第 三 十 条 第 四 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 公 表

　 　 37  　 第 三 十 三 条 第 二 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 証 の

交 付 又 は 不 許 可 の 通 知
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　 　 38 　 第 三 十 四 条 第 一 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 協 議

　 　 39 　 第 三 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 許 可

　 　 40 　 第 三 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 41 　 第 三 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 検 査

　 　 42 　 第 三 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 検 査 済 証 の 交 付

　 　 43 　 第 三 十 六 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認

　 　 44 　 第 三 十 六 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認 済 証 の 交 付

　 　 45 　 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 工 事 の 中 間 検 査

　 　 46 　 第 三 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 中 間 検 査 合 格 証 の 交 付

　 　 47 　 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 定 期 報 告 の 受 理

　 　 48 　 第 三 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 の 取 消 し

　 　 49 　 第 三 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 50 　 第 三 十 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 土 地 の 使 用 の 禁 止 若 し く は 制 限 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 51 　 第 三 十 九 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 作 業 の 停 止 の 命 令

　 　 52  　 第 三 十 九 条 第 五 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

全 部 又 は 一 部 の 執 行 及 び 公 告

　 　 53  　 第 三 十 九 条 第 六 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

執 行 に 要 し た 費 用 を 工 事 主 等 又 は 土 地 所 有 者 等 に 負 担 さ せ る 措 置

　 　 54 　 第 四 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 55 　 第 四 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 公 表

　 　 56 　 第 四 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 57 　 第 四 十 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 公 共 施 設 用 地 の 宅 地 又 は 農 地 等 へ の 転 用 の 届 出 の 受 理

　 　 58 　 第 四 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 災 害 の 防 止 の た め 必 要 な 措 置 の 勧 告

　 　 59 　 第 四 十 二 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 改 善 命 令

　 　 60 　 第 四 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査

　 　 61 　 第 四 十 四 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 取

　別記様式第27号中「人事課長　　　　　殿」を「人事・組織経営課長　　　　　様」に改める。
　別記様式第27号の５及び別記様式第27号の６中「人事課長」を「人事・組織経営課長」に改める。

　別記様式第29号の３中「殿」を「様」に、
「

人事課長
」
を
「
人事・組織経営課長

」
に、

「

人
事
課
記
入
欄

」

を

「
人
事
・
組
織
経
営
課
記
入
欄
」

に改める。

　　　附　則
　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

教　育　委　員　会

石川県教育委員会訓令第７号の公布公告
　石川県教育委員会公告式規則（昭和31年石川県教育委員会規則第４号）第２条第３項ただし書の規定により、次の
とおり事務局前の掲示場に掲示して公布した。
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　 　 38 　 第 三 十 四 条 第 一 項（ 第 三 十 五 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 工 事 の 協 議

　 　 39 　 第 三 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 許 可

　 　 40 　 第 三 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 計 画 の 変 更 の 届 出 の 受 理

　 　 41 　 第 三 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 検 査

　 　 42 　 第 三 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 検 査 済 証 の 交 付

　 　 43 　 第 三 十 六 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認

　 　 44 　 第 三 十 六 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 完 了 の 確 認 済 証 の 交 付

　 　 45 　 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 工 事 の 中 間 検 査

　 　 46 　 第 三 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 定 工 程 に 係 る 中 間 検 査 合 格 証 の 交 付

　 　 47 　 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 定 期 報 告 の 受 理

　 　 48 　 第 三 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 許 可 の 取 消 し

　 　 49 　 第 三 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 50 　 第 三 十 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 土 地 の 使 用 の 禁 止 若 し く は 制 限 又 は 災 害 防 止 措 置 の 命 令

　 　 51 　 第 三 十 九 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 施 行 の 停 止 又 は 作 業 の 停 止 の 命 令

　 　 52  　 第 三 十 九 条 第 五 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

全 部 又 は 一 部 の 執 行 及 び 公 告

　 　 53  　 第 三 十 九 条 第 六 項（ 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 災 害 防 止 措 置 の

執 行 に 要 し た 費 用 を 工 事 主 等 又 は 土 地 所 有 者 等 に 負 担 さ せ る 措 置

　 　 54 　 第 四 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 55 　 第 四 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 公 表

　 　 56 　 第 四 十 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 工 事 の 届 出 の 受 理

　 　 57 　 第 四 十 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 公 共 施 設 用 地 の 宅 地 又 は 農 地 等 へ の 転 用 の 届 出 の 受 理

　 　 58 　 第 四 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 災 害 の 防 止 の た め 必 要 な 措 置 の 勧 告

　 　 59 　 第 四 十 二 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 改 善 命 令

　 　 60 　 第 四 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査

　 　 61 　 第 四 十 四 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 取

　別記様式第27号中「人事課長　　　　　殿」を「人事・組織経営課長　　　　　様」に改める。
　別記様式第27号の５及び別記様式第27号の６中「人事課長」を「人事・組織経営課長」に改める。

　別記様式第29号の３中「殿」を「様」に、
「

人事課長
」
を
「
人事・組織経営課長

」
に、

「

人
事
課
記
入
欄

」

を

「
人
事
・
組
織
経
営
課
記
入
欄
」

に改める。

　　　附　則
　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

教　育　委　員　会

石川県教育委員会訓令第７号の公布公告
　石川県教育委員会公告式規則（昭和31年石川県教育委員会規則第４号）第２条第３項ただし書の規定により、次の
とおり事務局前の掲示場に掲示して公布した。
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　　令和７年４月15日
 石　川　県　教　育　委　員　会　

石川県教育委員会訓令第７号
 庁　　　中　　　一　　　般　
 出　　　先　　　機　　　関　
 学 校 以 外 の 教 育 機 関　
　石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程（昭和41年石川県教育委員会訓令第３号）の一部を次のよう
に改正する。
　　令和７年３月31日

石　川　県　教　育　委　員　会　
　第１条中「「条例」という。）」の次に「及び石川県職員等の旅費に関する規則（昭和30年石川県人事委員会
規則第２号。以下「人事委員会規則」という。）」を加え、同条中「という。）及び」を「という。）並びに」
に改める。
　第２条を次のように改める。
（条例の適用方法）
第 ２条　条例第２条第９号に規定する行政職給料表による職務の級に相当する職務の級は、次の各号に掲げ
る職員の区分に応じ、当該各号に定める職務の級とする。
　⑴ 　一般職の職員の給与に関する条例（昭和32年石川県条例第30号）第３条第１項第１号に規定する行政
職給料表以外の同項各号に規定する給料表の適用を受ける職員及び石川県技能労務職員の給与に関する
規則（昭和35年石川県規則第59号）第３条第１項に規定する給料表の適用を受ける職員　別表第１及び
別表第２に定める職務の級

　⑵ 　一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に関する条例（平成17年石川県条例第９号。以下「任
期付職員条例」という。）第３条第１項の規定により任期を定めて採用された職員　別表第３に定める職
務の級

　⑶ 　任期付職員条例第３条第２項の規定により任期を定めて採用された職員　職務の内容及び行政職給料
表の適用を受ける職員との権衡を考慮して、教育委員会が相当と認める職務の級

　⑷ 　石川県会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償に関する条例（令和元年石川県条例第13号）の適用を
受ける職員（次号に掲げる者を除く。）　石川県会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償に関する条例の
施行規則（令和２年石川県人事委員会規則第２号）第８条第１項又は第13条第１項の規定により任命権
者が決定した職務の級（当該職務の級が行政職給料表以外の給料表による職務の級である場合は、当該
職務の級による別表第１に定める職務の級）

　⑸ 　会計年度任用職員として任用される技能労務職員の給与に関する規則（令和２年石川県規則第14号）
の適用を受ける職員　会計年度任用職員として任用される技能労務職員の給与に関する規則第３条及び
第５条に規定する知事が別に定める額における職務の級による別表第１に定める職務の級

　第３条中「規定する者」を「規定する職員」に、「条例の規定の適用について」を「行政職給料表に相当す
る職務の級」に、「学識経験」を「学識、経験」に、「定める」を「相当と認める職務の級とする」に改める。
　第４条中「臨時又は非常勤の嘱託員等の報酬及び費用弁償に関する条例」を「臨時または非常勤の嘱託員
等の報酬及び費用弁償に関する条例」に、「第６条及び第７条」を「第８条」に改める。
　第５条から第８条までを次のように改める。
（在勤庁の移転に伴う旅行）
第 ５条　職員が在勤庁の移転に伴い旅行をする必要がある場合には、当該旅行を赴任とみなすことができる
ものとする。
（最も経済的な通常の経路及び方法）
第 ６条　条例第６条の最も経済的な通常の経路及び方法は、通常の経路（鉄道、船舶、航空機等の交通手段
のうち一般に利用されている経路をいう。）及び方法のうち、一の旅行区間における最も安価なものに限ら
ず、旅行における公務の内容及び日程、当該旅行に係る旅費の総額、旅行者の移動に係る時間等を踏まえ
て旅行命令権者が適当と判断したものとする。
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（鉄道賃）
第 ７条　条例第９条第１項第１号に掲げる運賃には、鉄道事業法施行規則（昭和62年運輸省令第６号）第34
条第１項第４号に掲げる料金を含むものとする。
（航空賃）
第８条　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃には、次に掲げる費用を含むものとする。
　⑴ 　航空法（昭和27年法律第231号）第105条又は第129条の２の規定に基づいて、本邦航空運送事業者及び
外国人国際航空運送事業者がそれぞれ国土交通大臣の認可又は同大臣への届出により定める料金のうち、
航空保険特別料金及びこれに類するもの

　⑵ 　旅客取扱施設利用料（空港法（昭和31年法律第80号）第16条第３項（同法附則第５条第１項及び関西
国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成23年法律第54号）第
32条第２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法第15条第３項に規定する指定空港機能施
設事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するものをいう。）及び旅客保安サービス料（指定空港機能施
設事業者、成田国際空港株式会社、中部国際空港株式会社、関西エアポート株式会社等が徴収するもの
をいう。）並びにこれらに類するもの

　⑶　地方公共団体が管理する空港における前号に相当する費用
　⑷　外国における第１号及び第２号に相当する費用
２ 　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃の額の上限について、合理的に見積もつた当該運賃と比較して、
その上位の級の運賃によることが旅行に係る旅費の総額を勘案し経済的と認められる場合であつて、旅行
命令権者が適当と認めるときは、当該上位の級の運賃を支給することができるものとする。
３ 　赴任の際、条例第11条第１項第３号に掲げる費用として超過手荷物に係る料金を支給する場合には、当
該超過手荷物について、次に掲げる個数、重量及び大きさを上限とする。
　⑴　個数　５個（無料手荷物許容量を含む。）
　⑵　重量　１個当たり32キログラム
　⑶　大きさ　無料手荷物許容量として定められた大きさ
　第９条の前の見出しを削り、同条を次のように改める。
（その他の交通費）
第 ９条　人事委員会規則第17条の費用は、私有車による路程１キロメートルにつき28円として計算したもの
とする。
２　前項の費用は、全路程を通算して計算する。
３　前項の規定により通算した路程に１キロメートル未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。
　第10条中各号列記以外の部分を次のように改める。
　 　次に掲げる場合には、条例第24条第３項の規定により、職務相当の鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の
交通費によらないことができる。
　第10条第１号中「者」を「職員」に、「の車」を「の車両」に、「とう乗」を「搭乗」に改め、同条第２号
中「重症患者移送」を「重症患者の移送」に、「の車」を「の車両」に改め、同条中第３号を削り、第４号を
第３号とし、同条を第15条とする。
　第９条の次に次の５条を加える。
（家族移転費）
第 10条　条例第18条第１項の家族移転費の支給に係る家族のうち、小児運賃等（小児に適用される運賃その
他の交通費をいう。以下この項において同じ。）が適用される者がある場合は、当該家族に係る家族移転費
の額は、当該小児運賃等により算定するものとする。ただし、やむを得ない事情により小児運賃等により
旅行することができなかつたときは、この限りでない。
２ 　条例第18条第１項の家族移転費のうち、子に係る航空賃に相当する額を算定する場合における第８条第
３項第１号の規定の適用については、同号中「５個」とあるのは、「３個」とする。
（死亡手当）
第 11条　遺族が条例第20条の死亡手当の支給を受ける順位は、人事委員会規則第26条第２項に規定する順位
に準じて決定するものとする。
（採用された職員が赴任した場合の旅費）
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（鉄道賃）
第 ７条　条例第９条第１項第１号に掲げる運賃には、鉄道事業法施行規則（昭和62年運輸省令第６号）第34
条第１項第４号に掲げる料金を含むものとする。
（航空賃）
第８条　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃には、次に掲げる費用を含むものとする。
　⑴ 　航空法（昭和27年法律第231号）第105条又は第129条の２の規定に基づいて、本邦航空運送事業者及び
外国人国際航空運送事業者がそれぞれ国土交通大臣の認可又は同大臣への届出により定める料金のうち、
航空保険特別料金及びこれに類するもの

　⑵ 　旅客取扱施設利用料（空港法（昭和31年法律第80号）第16条第３項（同法附則第５条第１項及び関西
国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成23年法律第54号）第
32条第２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法第15条第３項に規定する指定空港機能施
設事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するものをいう。）及び旅客保安サービス料（指定空港機能施
設事業者、成田国際空港株式会社、中部国際空港株式会社、関西エアポート株式会社等が徴収するもの
をいう。）並びにこれらに類するもの

　⑶　地方公共団体が管理する空港における前号に相当する費用
　⑷　外国における第１号及び第２号に相当する費用
２ 　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃の額の上限について、合理的に見積もつた当該運賃と比較して、
その上位の級の運賃によることが旅行に係る旅費の総額を勘案し経済的と認められる場合であつて、旅行
命令権者が適当と認めるときは、当該上位の級の運賃を支給することができるものとする。
３ 　赴任の際、条例第11条第１項第３号に掲げる費用として超過手荷物に係る料金を支給する場合には、当
該超過手荷物について、次に掲げる個数、重量及び大きさを上限とする。
　⑴　個数　５個（無料手荷物許容量を含む。）
　⑵　重量　１個当たり32キログラム
　⑶　大きさ　無料手荷物許容量として定められた大きさ
　第９条の前の見出しを削り、同条を次のように改める。
（その他の交通費）
第 ９条　人事委員会規則第17条の費用は、私有車による路程１キロメートルにつき28円として計算したもの
とする。
２　前項の費用は、全路程を通算して計算する。
３　前項の規定により通算した路程に１キロメートル未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。
　第10条中各号列記以外の部分を次のように改める。
　 　次に掲げる場合には、条例第24条第３項の規定により、職務相当の鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の
交通費によらないことができる。
　第10条第１号中「者」を「職員」に、「の車」を「の車両」に、「とう乗」を「搭乗」に改め、同条第２号
中「重症患者移送」を「重症患者の移送」に、「の車」を「の車両」に改め、同条中第３号を削り、第４号を
第３号とし、同条を第15条とする。
　第９条の次に次の５条を加える。
（家族移転費）
第 10条　条例第18条第１項の家族移転費の支給に係る家族のうち、小児運賃等（小児に適用される運賃その
他の交通費をいう。以下この項において同じ。）が適用される者がある場合は、当該家族に係る家族移転費
の額は、当該小児運賃等により算定するものとする。ただし、やむを得ない事情により小児運賃等により
旅行することができなかつたときは、この限りでない。
２ 　条例第18条第１項の家族移転費のうち、子に係る航空賃に相当する額を算定する場合における第８条第
３項第１号の規定の適用については、同号中「５個」とあるのは、「３個」とする。
（死亡手当）
第 11条　遺族が条例第20条の死亡手当の支給を受ける順位は、人事委員会規則第26条第２項に規定する順位
に準じて決定するものとする。
（採用された職員が赴任した場合の旅費）
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第 12条　採用された職員が赴任した場合において、その者が国若しくは他の都道府県の職員より引き続いて
職員となつた場合（国又は他の都道府県及び県の業務の必要上、両者の相互了解のもとに行われる計画的
な人事交流によるものに限る。）、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の４第１項若しくは第22条
の５第１項の規定により採用された職員である場合又は地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法
律第63号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第２項の規定により読み替
えて適用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定
を同法附則第９条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若しくは第７条第１項若しくは第
３項の規定により採用された職員である場合を除くほか、条例第３条第１項の規定にかかわらず、その赴
任に伴う旅費は、支給しない。ただし、次の各号に掲げる特別の事情がある場合は、この限りでない。
　⑴　国及び他の都道府県の職員以外の者を、県又はその機関の依頼又は要求により採用した場合
　⑵　その他教育委員会が特に必要と認めた場合
（遺族等の旅費）
第 13条　人事委員会規則第26条第１項に規定する死亡地には、死亡した地のほか、遺体のある地を含むもの
とする。
（旅費の調整）
第 14条　条例第24条第２項の基準は、次に掲げるものとする。
　⑴ 　職員の職務の級が遡つて変更された場合は、当該職員が既に行つた旅行に係る旅費額の増減を行わな
いものであること。

　⑵ 　旅行者が、公用の宿泊施設、食堂施設等を無料で利用したことにより、人事委員会規則第19条第１項
に規定する宿泊手当の定額を支給することが適当でないと認められる場合は、当該額の全部又は一部を
支給しないものであること。

　別表を次のように改める。
別表第１（第２条関係）
　行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

教育職
給料表（一）

教育職
給料表（二）

研究職
給料表

医療職
給料表（一）

医療職
給料表（二）

医療職
給料表（三）

技能労務職
給料表

９級 ５級の５号
給以上

４級

８級 ５級の４号
給以下

３級の５号
給以上

７級 ３級の４号
給以下

７級 ７級

６級 ５級 ５級 ４級
３級の 13 号
給以上

２級の 13 号
給以上

６級 ６級

５級 ４級 ４級 ３級の５号
給から 12 号
給まで

２級の９号
給から 12 号
給まで

５級 ５級

４級 ３級
２級の 73 号
給以上

３級
２級の 85 号
給以上

３級の４号
給以下

２級の８号
給以下
１級の 25 号
給以上

５級

３級 ２級の 33 号
給から 72 号
給まで

２級の 45 号
給から 84 号
給まで

２級の 25 号
給以上

１級の 13 号
給から 24 号
給まで

４級
３級の５号
給以上

４級
３級の５号
給以上

４級

２級 ２級の 17 号
給から 32 号

２級の 29 号
給から 44 号

２級の９号
給から 24 号

１級の 12 号
給以下

３級の４号
給以下

３級の４号
給以下

３級
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給まで 給まで 給まで
１級の 45 号
給以上

２級の９号
給以上

２級の 29 号
給以上

１級 ２級の 16 号
給以下
１級

２級の 28 号
給以下
１級

２級の８号
給以下
１級の 44 号
給以下

 ２級の８号
給以下
１級

２級の 28 号
給以下
１級

２級
１級

　別表第１の次に次の２表を加える。
別表第２（第２条関係）
　 地方公務員法第22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員又は地方公務員法の一部を改正
する法律附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

教育職
給料表（一）

教育職
給料表（二）

研究職
給料表

医療職
給料表（一）

医療職
給料表（二）

医療職
給料表（三）

技能労務職
給料表

９級 ４級
８級 ５級
７級 ３級 ７級 ７級
６級 ５級 ５級 ４級 ６級 ６級
５級 ４級 ４級 ３級 ５級 ５級
４級 ３級 ３級 ２級 ５級
３級 ２級 ２級 ２級 １級 ４級

３級
４級
３級

４級

２級 １級 ２級 ２級 ３級
１級 １級 １級 １級 １級 ２級

１級

別表第３（第２条関係）
　 任期付職員条例第３条第１項の規定により任期を定めて採用さ
れた職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

任期付職員条例
第３条第１項第１号

任期付職員条例
第３条第１項第２号

９級 ６級
８級 ５級
７級 ４級
６級 ３級
５級 ２級
４級 １級
３級 ３級

２級
１級

２級
１級  

　　　附　則
（施行期日）
１　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 　改正後の石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程の規定は、この訓令の施行の日以後に出発する旅
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給まで 給まで 給まで
１級の 45 号
給以上

２級の９号
給以上

２級の 29 号
給以上

１級 ２級の 16 号
給以下
１級

２級の 28 号
給以下
１級

２級の８号
給以下
１級の 44 号
給以下

 ２級の８号
給以下
１級

２級の 28 号
給以下
１級

２級
１級

　別表第１の次に次の２表を加える。
別表第２（第２条関係）
　 地方公務員法第22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員又は地方公務員法の一部を改正
する法律附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

教育職
給料表（一）

教育職
給料表（二）

研究職
給料表

医療職
給料表（一）

医療職
給料表（二）

医療職
給料表（三）

技能労務職
給料表

９級 ４級
８級 ５級
７級 ３級 ７級 ７級
６級 ５級 ５級 ４級 ６級 ６級
５級 ４級 ４級 ３級 ５級 ５級
４級 ３級 ３級 ２級 ５級
３級 ２級 ２級 ２級 １級 ４級

３級
４級
３級

４級

２級 １級 ２級 ２級 ３級
１級 １級 １級 １級 １級 ２級

１級

別表第３（第２条関係）
　 任期付職員条例第３条第１項の規定により任期を定めて採用さ
れた職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

任期付職員条例
第３条第１項第１号

任期付職員条例
第３条第１項第２号

９級 ６級
８級 ５級
７級 ４級
６級 ３級
５級 ２級
４級 １級
３級 ３級

２級
１級

２級
１級  

　　　附　則
（施行期日）
１　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 　改正後の石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程の規定は、この訓令の施行の日以後に出発する旅
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行について適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。

石川県教育委員会告示第３号の公布公告
　石川県教育委員会公告式規則（昭和31年石川県教育委員会規則第４号）第２条第３項ただし書の規定により、次の
とおり事務局前の掲示場に掲示して公布した。
　　令和７年４月15日
 石　川　県　教　育　委　員　会　

石川県教育委員会告示第 3号
　石川県公立学校職員旅費取扱規程（昭和37年石川県教育委員会告示第11号）の一部を次のように改正する。
　　令和７年３月31日

石　川　県　教　育　委　員　会　
　第１条中「「条例」という。）」の次に「及び石川県職員等の旅費に関する規則（昭和30年石川県人事委員会
規則第２号。以下「人事委員会規則」という。）」を加える。
　第２条を次のように改める。
（条例の適用方法）
第 ２条　条例第２条第９号に規定する行政職給料表による職務の級に相当する職務の級は、次の各号に掲げ
る職員の区分に応じ、当該各号に定める職務の級とする。
　⑴ 　一般職の職員の給与に関する条例（昭和32年石川県条例第30号）第３条第１項第１号に規定する行政
職給料表以外の同項各号に規定する給料表の適用を受ける職員及び石川県技能労務職員の給与に関する
規則（昭和35年石川県規則第59号）第３条第１項に規定する給料表の適用を受ける職員　別表第１及び
別表第２に定める職務の級

　⑵ 　一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に関する条例（平成17年石川県条例第９号。以下「任
期付職員条例」という。）第３条第１項の規定により任期を定めて採用された職員　別表第３に定める職
務の級

　⑶ 　任期付職員条例第３条第２項の規定により任期を定めて採用された職員　職務の内容及び行政職給料
表の適用を受ける職員との権衡を考慮して、教育委員会が相当と認める職務の級

　⑷ 　石川県会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償に関する条例（令和元年石川県条例第13号）の適用を
受ける職員（次号に掲げる者を除く。）　石川県会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償に関する条例の
施行規則（令和２年石川県人事委員会規則第２号）第８条第１項又は第13条第１項の規定により任命権
者が決定した職務の級（当該職務の級が行政職給料表以外の給料表による職務の級である場合は、当該
職務の級による別表第１に定める職務の級）

　⑸ 　会計年度任用職員として任用される技能労務職員の給与に関する規則（令和２年石川県規則第14号）
の適用を受ける職員　会計年度任用職員として任用される技能労務職員の給与に関する規則第３条及び
第５条に規定する知事が別に定める額における職務の級による別表第１に定める職務の級

　第３条中「規定する者」を「規定する職員」に、「条例の規定の適用について」を「行政職給料表に相当す
る職務の級」に、「学識経験」を「学識、経験」に、「定める」を「相当と認める職務の級とする」に改める。
　第４条中「臨時又は非常勤の嘱託員等の報酬及び費用弁償に関する条例」を「臨時または非常勤の嘱託員
等の報酬及び費用弁償に関する条例」に、「第６条及び第７条」を「第８条」に改める。
　第５条から第９条までを次のように改める。
（在勤庁の移転に伴う旅行）
第 ５条　職員が在勤庁の移転に伴い旅行をする必要がある場合には、当該旅行を赴任とみなすことができる
ものとする。
（最も経済的な通常の経路及び方法）
第 ６条　条例第６条の最も経済的な通常の経路及び方法は、通常の経路（鉄道、船舶、航空機等の交通手段
のうち一般に利用されている経路をいう。）及び方法のうち、一の旅行区間における最も安価なものに限ら
ず、旅行における公務の内容及び日程、当該旅行に係る旅費の総額、旅行者の移動に係る時間等を踏まえ
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て旅行命令権者が適当と判断したものとする。
（鉄道賃）
第 ７条　条例第９条第１項第１号に掲げる運賃には、鉄道事業法施行規則（昭和62年運輸省令第６号）第34
条第１項第４号に掲げる料金を含むものとする。
（航空賃）
第 ８条　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃には、次に掲げる費用を含むものとする。
　⑴ 　航空法（昭和27年法律第231号）第105条又は第129条の２の規定に基づいて、本邦航空運送事業者及び
外国人国際航空運送事業者がそれぞれ国土交通大臣の認可又は同大臣への届出により定める料金のうち、
航空保険特別料金及びこれに類するもの

　⑵ 　旅客取扱施設利用料（空港法（昭和31年法律第80号）第16条第３項（同法附則第５条第１項及び関西
国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成23年法律第54号）第
32条第２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法第15条第３項に規定する指定空港機能施
設事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するものをいう。）及び旅客保安サービス料（指定空港機能施
設事業者、成田国際空港株式会社、中部国際空港株式会社、関西エアポート株式会社等が徴収するもの
をいう。）並びにこれらに類するもの

　⑶　地方公共団体が管理する空港における前号に相当する費用
　⑷　外国における第１号及び第２号に相当する費用
２ 　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃の額の上限について、合理的に見積もつた当該運賃と比較して、
その上位の級の運賃によることが旅行に係る旅費の総額を勘案し経済的と認められる場合であつて、旅行
命令権者が適当と認めるときは、当該上位の級の運賃を支給することができるものとする。
３ 　赴任の際、条例第11条第１項第３号に掲げる費用として超過手荷物に係る料金を支給する場合には、当
該超過手荷物について、次に掲げる個数、重量及び大きさを上限とする。
　⑴　個数　５個（無料手荷物許容量を含む。）
　⑵　重量　１個当たり32キログラム
　⑶　大きさ　無料手荷物許容量として定められた大きさ
（その他の交通費）
第 ９条　人事委員会規則第17条の費用は、私有車による路程１キロメートルにつき28円として計算したもの
とする。
２ 　前項の費用は、全路程を通算して計算する。
３ 　前項の規定により通算した路程に１キロメートル未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。
　第10条の前の見出し及び同条を削る。
　第11条中各号列記以外の部分を次のように改める。
　 　次に掲げる場合には、条例第24条第３項の規定により、職務相当の鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の
交通費によらないことができる。
　第11条第１号中「の車」を「の車両」に、「乗船し看護」を「乗船し、看護」に改め、同条中第２号を削り、
第３号を第２号とし、同条を第15条とする。
　第９条の次に次の５条を加える。
（家族移転費）
第 10条　条例第18条第１項の家族移転費の支給に係る家族のうち、小児運賃等（小児に適用される運賃その
他の交通費をいう。以下この項において同じ。）が適用される者がある場合は、当該家族に係る家族移転費
の額は、当該小児運賃等により算定するものとする。ただし、やむを得ない事情により小児運賃等により
旅行することができなかつたときは、この限りでない。
２ 　条例第18条第１項の家族移転費のうち、子に係る航空賃に相当する額を算定する場合における第８条第
３項第１号の規定の適用については、同号中「５個」とあるのは、「３個」とする。
（死亡手当）
第 11条　遺族が条例第20条の死亡手当の支給を受ける順位は、人事委員会規則第26条第２項に規定する順位
に準じて決定するものとする。
（採用された職員が赴任した場合の旅費）
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て旅行命令権者が適当と判断したものとする。
（鉄道賃）
第 ７条　条例第９条第１項第１号に掲げる運賃には、鉄道事業法施行規則（昭和62年運輸省令第６号）第34
条第１項第４号に掲げる料金を含むものとする。
（航空賃）
第 ８条　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃には、次に掲げる費用を含むものとする。
　⑴ 　航空法（昭和27年法律第231号）第105条又は第129条の２の規定に基づいて、本邦航空運送事業者及び
外国人国際航空運送事業者がそれぞれ国土交通大臣の認可又は同大臣への届出により定める料金のうち、
航空保険特別料金及びこれに類するもの

　⑵ 　旅客取扱施設利用料（空港法（昭和31年法律第80号）第16条第３項（同法附則第５条第１項及び関西
国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成23年法律第54号）第
32条第２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法第15条第３項に規定する指定空港機能施
設事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するものをいう。）及び旅客保安サービス料（指定空港機能施
設事業者、成田国際空港株式会社、中部国際空港株式会社、関西エアポート株式会社等が徴収するもの
をいう。）並びにこれらに類するもの

　⑶　地方公共団体が管理する空港における前号に相当する費用
　⑷　外国における第１号及び第２号に相当する費用
２ 　条例第11条第１項第１号に掲げる運賃の額の上限について、合理的に見積もつた当該運賃と比較して、
その上位の級の運賃によることが旅行に係る旅費の総額を勘案し経済的と認められる場合であつて、旅行
命令権者が適当と認めるときは、当該上位の級の運賃を支給することができるものとする。
３ 　赴任の際、条例第11条第１項第３号に掲げる費用として超過手荷物に係る料金を支給する場合には、当
該超過手荷物について、次に掲げる個数、重量及び大きさを上限とする。
　⑴　個数　５個（無料手荷物許容量を含む。）
　⑵　重量　１個当たり32キログラム
　⑶　大きさ　無料手荷物許容量として定められた大きさ
（その他の交通費）
第 ９条　人事委員会規則第17条の費用は、私有車による路程１キロメートルにつき28円として計算したもの
とする。
２ 　前項の費用は、全路程を通算して計算する。
３ 　前項の規定により通算した路程に１キロメートル未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。
　第10条の前の見出し及び同条を削る。
　第11条中各号列記以外の部分を次のように改める。
　 　次に掲げる場合には、条例第24条第３項の規定により、職務相当の鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の
交通費によらないことができる。
　第11条第１号中「の車」を「の車両」に、「乗船し看護」を「乗船し、看護」に改め、同条中第２号を削り、
第３号を第２号とし、同条を第15条とする。
　第９条の次に次の５条を加える。
（家族移転費）
第 10条　条例第18条第１項の家族移転費の支給に係る家族のうち、小児運賃等（小児に適用される運賃その
他の交通費をいう。以下この項において同じ。）が適用される者がある場合は、当該家族に係る家族移転費
の額は、当該小児運賃等により算定するものとする。ただし、やむを得ない事情により小児運賃等により
旅行することができなかつたときは、この限りでない。
２ 　条例第18条第１項の家族移転費のうち、子に係る航空賃に相当する額を算定する場合における第８条第
３項第１号の規定の適用については、同号中「５個」とあるのは、「３個」とする。
（死亡手当）
第 11条　遺族が条例第20条の死亡手当の支給を受ける順位は、人事委員会規則第26条第２項に規定する順位
に準じて決定するものとする。
（採用された職員が赴任した場合の旅費）
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第 12条　採用された職員が赴任した場合において、その者が国若しくは他の都道府県の職員より引き続いて
職員となつた場合（国又は他の都道府県及び県の業務の必要上、両者の相互了解のもとに行われる計画的
な人事交流によるものに限る。）、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の４第１項若しくは第22条
の５第１項の規定により採用された職員である場合又は地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法
律第63号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第２項の規定により読み替
えて適用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定
を同法附則第９条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若しくは第７条第１項若しくは第
３項の規定により採用された職員である場合を除くほか、条例第３条第１項の規定にかかわらず、その赴
任に伴う旅費は、支給しない。ただし、次の各号に掲げる特別の事情がある場合は、この限りでない。
　⑴ 　国及び他の都道府県の職員以外の者を、県又はその機関の依頼又は要求により採用した場合
　⑵　その他教育委員会が特に必要と認めた場合
（遺族等の旅費）
第 13条　人事委員会規則第26条第１項に規定する死亡地には、死亡した地のほか、遺体のある地を含むもの
とする。
（旅費の調整）
第 14条　条例第24条第２項の基準は、次に掲げるものとする。
　⑴ 　職員の職務の級が遡つて変更された場合は、当該職員が既に行つた旅行に係る旅費額の増減を行わな
いものであること。

　⑵ 　旅行者が、公用の宿泊施設、食堂施設等を無料で利用したことにより、人事委員会規則第19条第１項
に規定する宿泊手当の定額を支給することが適当でないと認められる場合は、当該額の全部又は一部を
支給しないものであること。

　別表を次のように改める。
別表第１（第２条関係）
　行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

教育職給料表（一） 教育職給料表（二） 医療職給料表（二） 技能労務職給料表

９級
８級
７級 ７級
６級 ５級 ５級 ６級
５級 ４級 ４級 ５級
４級 ３級

２級の 73 号給以上
３級
２級の 85 号給以上

５級

３級 ２級の 33 号給から 72
号給まで

２級の 45 号給から 84
号給まで

４級
３級の５号給以上

４級

２級 ２級の 17 号給から 32
号給まで

２級の 29 号給から 44
号給まで

３級の４号給以下
２級の９号給以上

３級

１級 ２級の 16 号給以下
１級

２級の 28 号給以下
１級

２級の８号給以下
１級

２級
１級

　別表第１の次に次の２表を加える。
別表第２（第２条関係）
　 地方公務員法第22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員又は地方公務員法の一部を改正
する法律附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

教育職給料表（一） 教育職給料表（二） 医療職給料表（二） 技能労務職給料表

９級
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８級
７級 ７級
６級 ５級 ５級 ６級
５級 ４級 ４級 ５級
４級 ３級 ３級 ５級
３級 ２級 ２級 ４級

３級
４級

２級 ２級 ３級
１級 １級 １級 １級 ２級

１級

別表第３（第２条関係）
　 任期付職員条例第３条第１項の規定により任期を定めて採用され
た職員の行政職給料表の各級に相当する職務の級

行政職
給料表

任期付職員条例
第３条第１項第１号

任期付職員条例
第３条第１項第２号

９級 ６級
８級 ５級
７級 ４級
６級 ３級
５級 ２級
４級 １級
３級 ３級

２級
１級

２級
１級  

　　　附　則
（施行期日）
１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 　改正後の石川県公立学校職員旅費取扱規程の規定は、この告示の施行の日以後に出発する旅行について
適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。
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